
（平成２３年１月２６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 61 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 55 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 31 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 23 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 1854 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年 11 月から 49年３月までの期間及び 49年 10月から同年

12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48年 11月から 49年３月まで 

         ② 昭和 49年 10月から同年 12月まで 

申立期間①について、私は、昭和 48年 10月の婚姻後、Ａ町からＢ県Ｃ市

に転居した 49年 1月に国民年金の住所変更手続を行っており、その後、同

市役所から未納となっていた国民年金保険料の納付書が送られてきたので、

近くの同市役所出張所で保険料を納付した記憶がある。 

 申立期間②について、前後の国民年金保険料は納付済みとなっているのに、

申立期間の３か月のみの保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は 20 歳から国民年金に加入し、婚姻後は任意加入に切り替え、申立

期間を除く国民年金加入期間について国民年金保険料の未納が無いことから、

申立人の保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

また、申立人は、婚姻によりＡ町からＢ県Ｃ市に転居した昭和 49 年１月頃

に国民年金の住所変更手続等を行ったとしているところ、Ｄ社会保険事務所

（当時）が保管する「国民年金手帳記号番号払出簿」には、48 年 11 月 21 日

のＣ市への転居記録があるほか、国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）

にも 49年４月 20日にＥ社会保険事務所（当時）への移管記録がある上、同年

１月 30 日に強制加入被保険者から任意加入被保険者に切り替えられているこ

とから、未納となっていた申立期間①の国民年金保険料納付書が、申立人に送

付され、保険料納付意識の高い申立人が申立期間①の保険料を納付していたも

のと考えても不自然ではない。 

さらに、申立期間②について、その前後の国民年金保険料は納付済期間であ



り、申立期間の前後を通じて、申立人の夫の仕事や住所に変更は無く、生活状

況に大きな変化は認められないことから、任意加入期間３か月の保険料を未納

のまま放置することは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1855 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年 10月、同年 11月及び 60年 12月から 61年３月までの期

間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納

付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年 10月及び同年 11月 

             ② 昭和 60年 12月から 61年３月まで 

私は、昭和 57年６月に国民年金の加入手続を行った後、同年 12月に厚生

年金保険の被保険者資格を取得するまで国民年金保険料を納付しており、申

立期間①の国民年金被保険者資格を喪失する手続を行った覚えはなく、申立

期間①の保険料についても納付したはずである。 

また、申立期間①の後、公的年金への未加入や保険料の未納が無いように

気を付けていたので、申立期間②の国民年金保険料も納付したはずである。 

申立期間が国民年金に未加入、又は保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間において保険料の未納期間は無

いことから、申立人の保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

また、申立期間①について、オンライン記録によると、申立人は昭和 57 年

10 月１日に国民年金被保険者資格を喪失したこととなっているが、同年６月

１日に任意加入により同被保険者資格を取得した申立人が、厚生年金保険に加

入する以前の同年 10 月に同被保険者資格を喪失することは不自然である上、

当該資格喪失日について、申立人の国民年金手帳には申立期間①後の同年 12

月１日に資格喪失したと記録されていることから、当時、申立期間①は国民年

金の加入期間であり、申立人は申立期間①の保険料を納付していたものと推認

される。 

さらに、申立期間②については、オンライン記録により、昭和 62年７月に、



申立人に国民年金保険料の納付書が作成されていることが確認でき、その時点

で申立人が納付可能な保険料は申立期間②の保険料のみであることから、当該

納付書は申立期間②の納付書であったと考えられ、保険料納付意識の高かった

申立人が、保険料の納付書の交付を受けて申立期間②の保険料のみを納付しな

かったものとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1856 

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 59 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年１月から同年３月まで 

私は、Ａ県庁で働いていた私の父親から、国民年金は権利であり義務でも

あると教わっていたので、未納期間が無いように国民年金保険料を納付して

いた。たとえ３か月といえども、申立期間の国民年金保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、厚生年金保険被保険者資格を喪失した昭和 46 年９月に国民年金

に任意加入し、61 年４月に第３号被保険者となるまでの 175 か月について、

申立期間を除く国民年金加入期間の国民年金保険料を全て納付していること

から、保険料の納付意識は高かったものと考えられる。 

また、Ｂ市及びＣ市が保管する申立人の国民年金被保険者名簿から、ⅰ）昭

和 58 年９月までの国民年金保険料はＢ市で納付していること、ⅱ）申立人は

58 年 10 月 11 日から 59 年４月 21 日までＣ市に居住していたことが確認でき

るが、納付記録がある 58年 10月から同年 12月までの保険料は、両市で現年

度納付された形跡が見当たらないことから、59 年５月以降にＢ市で過年度納

付されたものと推認でき、保険料納付意識の高かった申立人が申立期間の保険

料のみ納付しなかったものとは考え難い。 

さらに、申立人は昭和 59 年４月に再婚しているところ、58 年 11 月頃から

既に再婚相手及びその母親と同居していたと申立人は述べており、申立人が申

立期間の国民年金保険料を納付できなかった状況にあったと考えるのは不自

然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1857 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48年７月から 49年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 45年８月から 49年３月まで 

   私は、20 歳になりＡ町（現在は、Ｂ町）役場から国民年金への加入案内

通知がきたこと、及び周囲の人から加入するように言われたことから、昭和

45 年８月頃、私が同町役場で国民年金の加入手続を行い国民年金保険料を

納付した。 

また、昭和 48 年１月に結婚した後は、夫の国民年金保険料と一緒に納付

している。申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得ができ

ない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の被保険者状

況調査及び国民年金被保険者台帳管理簿により、昭和 50 年８月頃に払い出さ

れたものと推認できる上、申立人の年金手帳が婚姻後の姓で発行されているこ

とから、申立人は、この頃に国民年金の加入手続を行ったものと考えられるが、

その時点では、申立期間のうち 45年８月から 48年６月までは時効により保険

料を納付できない期間であるほか、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡も見当たらない。 

しかしながら、申立人は、国民年金の加入手続を行ったと推認される昭和

50 年度以降の国民年金加入期間において、申請免除期間を除き、保険料を全

て現年度納付しているほか、婚姻後は自身の国民年金保険料と一緒に申立人の

夫の同保険料を納付していたとしているところ、Ａ町の被保険者名簿により、

昭和50年７月から申立人の夫が厚生年金保険の被保険者となる直前の59年１

月まで、夫婦の保険料が同時に納付されていることが確認でき、申立人の夫に



ついても保険料の未納が無いことから、申立人は、保険料納付意識が高かった

ものと認められる。 

また、申立人は、国民年金の加入手続時に発生した過年度の未納保険料につ

いて、郵便貯金を下ろし一括で納付したとしているところ、申立期間直後の昭

和 49 年度の国民年金保険料を過年度納付していることが確認できることから、

納付意識の高かった申立人は、加入手続を行った時点で過年度納付が可能な昭

和48年７月から49年３月の保険料についても併せて過年度納付したものと考

えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和48年７月から49年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。 



北海道国民年金 事案 1858 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年４月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から 50年３月まで 

    私は、当時、父親の急死により、それまで勤めていた会社を退職し、Ａ市

から実家のあるＢ町に戻り、自営業を手伝うことになった。同町役場に転入

届を提出した後、同町役場から国民年金保険料の納付書が送付されてきて、

その納付書を持参して役場の窓口で保険料を納付しているはずである。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、12か月と短期間である。 

また、申立人の国民年金記号番号は、Ｂ町の被保険者台帳管理簿及びその前

後の同手帳記号番号の被保険者加入状況調査により、昭和 50 年７月から同年

９月頃に払い出されたものと推認できることから、申立人はこの頃に国民年金

の加入手続を行ったものと考えられ、その時点では、申立期間の国民年金保険

料は過年度納付が可能である。 

さらに、今回の申立て時に、申立人のオンライン記録とＢ町の被保険者名簿

の納付記録が不一致となっている期間があることが判明し、オンライン記録の

昭和52年４月から同年６月までの期間及び53年４月から同年６月までの期間

の国民年金保険料納付記録が、平成 22年 10月７日付けで未納から納付済みに

訂正されていることから、行政側の記録管理に不備があったものと認められる。 

加えて、申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間において保険料の未納

が無く、国民年金と厚生年金保険との切替手続も適切に行われていることから、

申立人の保険料の納付意識は高かったものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1859 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年４月から 48年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 47年４月から 48年３月まで 

    私は、20 歳になった後、しばらくは国民年金に加入しておらず、国民年

金保険料を納付していなかったが、昭和 50年 11月にＡ市役所の集金人が自

宅に来たことを契機に国民年金に加入した。当時は収入があったので、未納

であった昭和43年２月から50年３月までの国民年金保険料の全額を納付す

ることとし、集金人に金額を計算してもらい現金を渡した。 

後日、集金人から年金手帳と当該期間の領収書を受け取り、全額納付した

ので安心して領収書をそのまま保管していたが、今回、年金事務所で年金の

相談をしたところ、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることが分

かった。 

私は国民年金保険料を全て納付しており、納付済みとされている期間の領

収書と一緒に申立期間の領収書も集金人からもらっている。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金被保険者期間のうち、申立期間を除き、60 歳に到達す

るまでの期間に国民年金保険料の未納が無いことから、申立人の保険料納付意

識は高かったものと認められる。 

また、申立人が昭和 43年２月から 50年３月までの国民年金保険料を一括納

付したとする 50年 11 月は、第２回特例納付（昭和 49年１月から 50年 12月

まで実施）の実施期間内であり、申立人の特殊台帳（マイクロフィルム）等に

より、申立人は、一括納付したとする期間のうち、43年２月から 47年３月ま

での国民年金保険料を特例納付、48年４月から 50年３月までの保険料を過年

度納付により一括納付していることが確認できるが、その時点で申立期間の保



険料についても特例納付が可能である。 

さらに、申立人は、国民年金保険料を一括納付した際、Ａ市の集金人が、納

付すべき保険料額を計算して納付書を作成してくれ、そこに記載された額の現

金を渡したところ、集金人は、その現金と納付書を持ち帰り、翌日、領収印が

押された納付書・領収証書７枚を持参してきたとしており、その際に申立人が

集金人から受け取りそのまま保管していたとするその納付書・領収証書の中に

は、領収印が押されていない申立期間のものも含まれており、申立人は、未納

であった国民年金保険料を全て納付したと認識して領収印が押されていない

納付書・領収証書を保管していたものと推認できるほか、作成された７枚の納

付書のうち申立期間の１枚分のみを除外して保険料を納付する理由も見当た

らない。 

加えて、Ａ市では、特例納付及び過年度納付の国民年金保険料についても収

納していたと推認される記録もあり、申立人の主張に不自然な点は見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 3199～3241（別添一覧表参照） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の同社における申立期間の標準賞与額に係る記録を＜標準賞与額＞（別添一

覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  

    基礎年金番号 ：  別添一覧表参照 

    生 年 月 日 ：  

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ＜申立期間＞（別添一覧表参照） 

Ａ社から支給された申立期間の賞与（精勤奨励金）に係る標準賞与額の

記録が確認できない。同社は、年金事務所に対し賞与支払届を提出したが、

既に２年以上経過していたため、厚生年金保険料は時効により納付できず、

申立期間の記録は厚生年金保険の給付に反映されないので、厚生年金保険が

給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された精勤奨励金支払明細書により、申立人は、申立期間に同

社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記精勤奨励金明細書におけ

る厚生年金保険料控除額から（＜標準賞与額＞（別添一覧表参照））とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出していることから、社



 

会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年

金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

（注） 同一事業主に係る同種の案件 43件（別添一覧表参照） 
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別紙２【厚生年金あっせん一覧表】（北海道）

事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 都道府県
納付記録の訂正
が必要な期間

標準賞与額

3199 女 昭和56年生 平成18年10月25日 15万円

3200 女 昭和54年生 平成18年７月25日 15万円

3201 女 昭和54年生 平成19年３月23日 15万円

平成18年８月25日 15万円

平成19年４月25日 12万5,000円

平成18年10月25日 15万円

平成19年５月25日 15万円

平成18年７月25日 15万円

平成19年１月25日 15万円

平成19年７月25日 15万円

平成18年８月25日 15万円

平成19年２月23日 15万円

平成19年８月24日 15万円

平成18年11月24日 15万円

平成19年５月25日 15万円

平成18年11月24日 15万円

平成19年５月25日 15万円

平成18年11月24日 15万円

平成19年５月25日 15万円

平成18年11月24日 15万円

平成19年５月25日 15万円

平成18年11月24日 15万円

平成19年５月25日 15万円

平成18年７月25日 15万円

平成19年１月25日 15万円

平成18年７月25日 15万円

平成19年１月25日 15万円

平成18年７月25日 15万円

平成19年１月25日 15万円

平成18年７月25日 15万円

平成19年１月25日 15万円

平成18年10月25日 15万円

平成19年４月25日 15万円

平成18年10月25日 15万円

平成19年４月25日 15万円

3216 女 昭和55年生

3214 女 昭和55年生

3215 女 昭和53年生

3212 女 昭和56年生

3213 女 昭和53年生

3210 女 昭和58年生

3211 女 昭和53年生

3208 女 昭和54年生

昭和55年生

3206 女 昭和52年生

3205 女

3204 女 昭和53年生

3202 女 昭和54年生

3203 女 昭和55年生

昭和52年生

3207 女 昭和54年生

3209 男
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別紙２【厚生年金あっせん一覧表】（北海道）

事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 都道府県
納付記録の訂正
が必要な期間

標準賞与額

平成18年10月25日 15万円

平成19年４月25日 15万円

平成18年10月25日 15万円

平成19年４月25日 15万円

平成18年10月25日 15万円

平成19年４月25日 15万円

平成18年10月25日 15万円

平成19年４月25日 15万円

平成18年10月25日 15万円

平成19年４月25日 15万円

平成18年10月25日 15万円

平成19年４月25日 15万円

平成18年10月25日 15万円

平成19年４月25日 15万円

平成18年10月25日 15万円

平成19年４月25日 15万円

平成18年10月25日 15万円

平成19年４月25日 15万円

平成18年10月25日 15万円

平成19年４月25日 15万円

3227 女 昭和55年生 平成19年４月25日 15万円

3228 女 昭和56年生 平成19年４月25日 15万円

3229 女 昭和61年生 平成19年４月25日 15万円

3230 女 昭和62年生 平成19年４月25日 15万円

3231 女 昭和59年生 平成19年４月25日 10万円

3232 女 昭和59年生 平成19年４月25日 15万円

3233 女 昭和55年生 平成19年４月25日 15万円

3234 女 昭和55年生 平成19年４月25日 15万円

3235 女 昭和55年生 平成19年４月25日 15万円

3236 女 昭和58年生 平成19年４月25日 15万円

3237 女 昭和56年生 平成19年４月25日 15万円

3238 女 昭和56年生 平成19年４月25日 15万円

3239 女 昭和57年生 平成19年４月25日 15万円

3240 女 昭和57年生 平成19年４月25日 15万円

3241 女 昭和56年生 平成19年４月25日 15万円

3226 女 昭和58年生

3223 女 昭和53年生

3224 女 昭和59年生

3225 女 昭和57年生

3222 女 昭和55年生

3220 女 昭和55年生

3221 女 昭和55年生

3218 女 昭和54年生

3219 女 昭和60年生

3217 女 昭和55年生



 

北海道厚生年金 事案 3242 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準賞与額の記録は、事後訂正の結果、47 万

5,000 円とされているところ、当該額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は、訂正前の 29

万 9,000 円とされているが、申立人は、申立期間について、標準賞与額（47

万 5,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を 47万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 17年 12月 15日 

年金記録では、Ａ社から支給された申立期間の標準賞与額が実際に支給

された賞与額と相違している。 

同社は、既に年金事務所に訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時

効により納付できず、申立期間の記録は厚生年金保険の給付に反映されてい

ないので、厚生年金保険が給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によれば、申立人の申立期間における標準賞与額は、当初

29 万 9,000 円と記録されていたところ、当該期間に係る厚生年金保険料の徴

収権が時効により消滅した後の平成 22年８月 30日に 47万 5,000 円に訂正さ

れているが、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎

となる標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（47 万 5,000 円）ではなく、

当初記録されていた標準賞与額（29万 9,000円）となっている。 

しかしながら、Ａ社が保管する給与支給明細書により、申立人は、申立期間



 

について標準賞与額 47万 5,000円に基づく厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、申立期間に係る標準賞与額

については、47万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立期間当時に誤った健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払

届を提出したとして、平成 22年８月 10日に当該届出の訂正を行っていること

から、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額 47 万

5,000円に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は申立期間に係る当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。  



 

北海道厚生年金 事案 3243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）に係る申立期間の標準賞与額については、厚

生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与

額とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、申立人の同社における申立期間の標準賞与額に係る記録を４万

9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 61年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 17年 10月 14日 

年金記録において、Ａ社から支給された申立期間の賞与（燃料手当）に

係る標準賞与額の記録が漏れていた。同社は、既に年金事務所に訂正の届出

を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は年

金給付に反映されていないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する賞与集計表により、申立人は、平成 17年 10月 14 日に同社

から賞与（４万 9,000円）の支払いを受け、当該賞与に見合う標準賞与額（４

万 9,000円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主

が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、

社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る当該

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 3244 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②に係るＡ社Ｂ出張所における厚生年金保険被保険者の

資格取得日は昭和 24年５月 10日、同資格喪失日は同年 11月 27日であると認

められることから、当該期間に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間②の標準報酬月額については、昭和 24 年５月から同年８月

までは 3,000円、同年９月及び同年 10月は 3,500円とすることが妥当である。 

また、申立人は、申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＣ社（現在は、Ｄ社）におけ

る厚生年金保険被保険者資格取得日に係る記録を昭和 27 年５月１日に訂正し、

申立期間③の標準報酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間③の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 19年３月から 21年４月１日まで 

         ② 昭和 24年５月から同年 11月まで 

         ③ 昭和 27年５月から 28年５月１日まで 

申立期間①は、Ｅ学校卒業後、Ａ社入社し、同社Ｆ出張所、同社Ｇ出張所

及び同社Ｈ出張所にＩ職として勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が

確認できない。 

申立期間②は、Ａ社Ｊ出張所から同社Ｂ出張所に異動し、Ｉ職として勤務

していたが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間③は、昭和 27年５月から 39年５月までＣ社にＩ職として勤務し

ていたが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、各

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、Ａ社Ｋ支店が保管する申立人の社員名簿により、



 

申立人が昭和 24 年５月１日に同社Ｌ支店から同社Ｂ出張所に異動し、同年

11月 26日に退社したことが確認でき、申立期間②において同社同出張所に

継続して勤務していたことが認められる。 

一方、Ａ社Ｍ出張所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以

下「被保険者名簿」という。）によると、申立人と氏名、生年月日、性別及

び厚生年金保険被保険者記号番号が合致する者が、同社同出張所において、

昭和24年５月10日に厚生年金保険の被保険者資格を取得した旨の記録が確

認できる。 

しかしながら、事業所名簿及びＡ社Ｍ出張所の被保険者名簿によれば、

同社同出張所が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 32 年２月 20

日であることが確認できる一方で、同名簿において申立人と氏名等が合致す

る者と同じページに記載された者の同保険被保険者資格取得日は、いずれも

24 年５月から同年７月までであることが確認できる上、同名簿の先頭ペー

ジと申立人と氏名等が合致する者の被保険者記録が記載されたページでは

書式及び使用字体（新字体又は旧字体）が明らかに異なるなど、同名簿の編
へん

綴
てつ

には不自然さがうかがわれることから、日本年金機構Ｎ年金事務所に照会

したところ、「Ａ社Ｍ出張所の適用年月日からみて、申立人の被保険者記録

については名簿の編
へん

綴
てつ

に誤りがあったものと考えられる。また、同名簿にお

いて申立人の前後に記載された被保険者で、同社Ｂ出張所の被保険者名簿に

おいて被保険者期間が重複して記載された者が複数確認できることから、申

立人の被保険者記録も、本来、同社Ｂ出張所を適用事業所として管理される

べきものであったと考えられる。」と回答している。 

また、Ａ社Ｍ出張所の被保険者名簿において申立人の前後に被保険者記

録が記載された者のうち、生存及び所在が確認できた者３人に照会したとこ

ろ、回答が得られた二人は、いずれも「私はＡ社Ｍ出張所には勤務したこと

がなく、昭和 24年当時は同社Ｂ出張所に勤務していた。」と供述しているこ

とを踏まえると、社会保険事務所（当時）が、同社Ｍ出張所に係る被保険者

名簿に、申立人を含む同社Ｂ出張所に係る被保険者記録を誤って編綴
へんてつ

したも

のと考えられる。 

一方、Ａ社Ｍ出張所の被保険者名簿に編綴
へんてつ

された申立人の被保険者記録

においては、厚生年金保険の被保険者資格喪失日は記載されていないが、同

社Ｋ支店に照会したところ、「申立人の社員名簿によれば、申立人は申立期

間②において「職員」（正社員）であったことが確認できるところ、当時は

正社員であった期間については社会保険に加入させる取扱いであった。」と

回答しており、ほかに同社Ｂ出張所において、勤務が継続しているにもかか

わらず同保険被保険者資格を喪失させる取扱いがあったことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人がＡ社Ｂ出張所におい



 

て厚生年金保険被保険者資格を昭和24年５月10日に取得した旨の届出を社

会保険事務所に対し行ったことが認められ、かつ、申立人の同社同出張所に

おける同資格喪失日は、社員名簿で確認できる退社日の翌日の同年 11月 27

日とすることが妥当である。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、Ａ社Ｍ出張所の被保険者

名簿に記載された申立人の標準報酬月額の記録から、昭和 24 年５月から同

年８月までは 3,000円、同年９月及び同年 10月は 3,500円とすることが妥

当である。 

２ 申立期間③については、Ｄ社が保管する辞令簿及び申立人の職員票により、

申立人が同社において昭和 27 年５月１日に正社員として採用され、申立期

間③において同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、当該事業所の被保険者名簿により、申立期間③において当該事業

所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認

できた者 16人に照会したところ、回答が得られた 14人のうち正社員として

入社したと供述する者９人のうち７人については、いずれも、自身が記憶す

る入社時期と厚生年金保険被保険者資格取得日がほぼ合致していることが

確認できる。 

さらに、当該事業所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得

届（以下「資格取得届」という。）によれば、申立人の厚生年金保険被保険

者資格取得日は昭和 28 年５月１日と記載されているが、資格取得届におけ

る社会保険事務所の受付印はその１年以上後の29年６月10日付けであるこ

とが確認できるほか、同資格取得届に記載された他の被保険者の資格取得日

も 19年 11月１日から 29年１月１日までであることから、事業主は、これ

らの被保険者の資格取得日をいずれも遡って届け出たことが確認できる。 

一方、当該事業所は、前述の資格取得届とは別に、代表者印が押された

昭和 27年５月 19日付けの資格取得届を保管しており、これは、社会保険事

務所の受付印が無いことから同事務所に提出されたものではないと考えら

れるものの、同資格取得届において申立人の厚生年金保険被保険者資格取得

日は同年５月１日と記載されていることが確認できることを踏まえると、当

該事業所では、当初、申立人を入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱

いであったと考えるのが妥当である。 

なお、上述の正社員であったと供述する者９人のうち、自身が記憶する

入社時期と厚生年金保険被保険者資格取得日が合致しない二人のうち一人

については、申立人と同様に、昭和 27年５月 19日付けの資格取得届に記載

された資格取得日が同年４月１日である一方で、29年６月 10日受付けの資

格取得届に記載された同資格取得日は 28 年５月１日であることが確認でき

る。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に



 

判断すると、申立人は、申立期間③において、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間③の標準報酬月額については、上述の昭和 27 年５月 19

日付けの資格取得届に記載された報酬月額から、8,000円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としているが、上述のとおり、

昭和 29年６月 10日受付けの資格取得届により、事業主が申立人の厚生年金

保険被保険者資格取得日を 28 年５月１日として届け出たことが確認できる

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る 27年５月から 28年４月までの

厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間③

に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

３ 申立期間①については、Ａ社Ｋ支店が保管する申立人の社員名簿により、

申立人が昭和 19年３月 18日に同社Ｆ出張所で採用され、申立期間①におい

て同社同出張所等で継続して勤務していたことは認められる。 

しかしながら、事業所名簿によれば、Ａ社Ｆ出張所、同社Ｇ出張所及び

同社Ｈ出張所が厚生年金保険の適用事業所であった形跡は無く、同社Ｋ支店

に照会したところ、「当社本社が厚生年金保険の適用事業所となり、同保険

料の給与からの控除を開始したのは昭和 19年 10月１日からであるが、社員

名簿以外の当時の資料は廃棄済みであるため、申立期間①において出張所に

勤務していた申立人の給与から同保険料を控除していたかどうかは不明で

ある。」と回答しており、申立期間①における申立人に係る厚生年金保険の

適用状況について確認することはできなかった。 

また、Ａ社の被保険者名簿によれば、申立人が同社に同期入社したと供

述する同僚二人のうち一人については、同社における厚生年金保険被保険者

資格取得日が昭和 21 年２月１日であることから、申立期間①の大半におい

て同保険の被保険者であった形跡が無い上、同人は既に死亡していることか

ら、申立期間①の同社における厚生年金保険の適用状況について確認するこ

とはできないほか、生存及び所在が確認できた他の一人については、同社で

厚生年金保険の被保険者であった形跡が無い上、同人に照会したところ、「申

立人はＥ学校の同窓生であるが、私は卒業後すぐにＯ地域に行き、軍の仕事

に就いたので、Ａ社に勤務したことはない。」と供述しており、申立人の主

張を裏付ける供述は得られなかった。 

さらに、申立人が前述の二人のほかにＡ社の出張所で一緒に勤務したと

供述する者一人については、同社本社の被保険者名簿によれば、昭和 19 年

12 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得したことが確認できるとこ

ろ、同人は、「私はＡ社に昭和 18年４月に入社し、19年８月から同社Ｇ出

張所で申立人と一緒に勤務したが、兵役に就いた同年 12 月からは厚生年金



 

保険に加入しているものの、同月以前の期間については同保険の加入記録が

無い。また、同保険に加入する前の期間において厚生年金保険料が給与から

控除されていたかどうかは分からない。」と供述していることを踏まえると、

当時、同社では、同社出張所に勤務していた者のうち兵役に就いた者につい

ては、当該時点から同社本社で厚生年金保険の被保険者資格を取得させる取

扱いであったことがうかがわれるものの、申立人は申立期間①において兵役

に就いた者ではないことから、同人とは取扱いが異なっていたものと考えら

れる。 

加えて、Ａ社の被保険者名簿により、同社が厚生年金保険の適用事業所

となった昭和19年10月１日に同保険の被保険者資格を取得したことが確認

でき、生存及び所在が確認できた者 14 人に照会したところ、回答が得られ

た８人が供述する資格取得時の勤務先は、それぞれ本社が４人、Ｐ支店が二

人、Ｑ支店及びＯ支店が各一人であり、同社出張所に勤務していた者は確認

できず、ほかに申立期間①において、同社出張所に勤務していた者を同社本

社で厚生年金保険に加入させる取扱いがあったことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案 3245 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち昭和 46年 11月１日から 47年２月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ事業所における厚生年金保険被保険者資格取得日

に係る記録を 46年 11月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万 3,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年10月１日から47年２月１日まで 

    昭和46年10月１日から47年３月31日まで、Ｂ省Ｃ局Ｄ部で非常勤職員とし

て勤務した。 

    当該事業所における厚生年金保険の加入状況について確認したところ、申

立期間の加入記録が無かった。 

    年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち、昭和46年11月１日から47年２月１日までの期間について、

複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、当該期間においてＢ省Ｃ局Ｄ

部で非常勤職員として勤務していたことが推認できる。 

    また、Ｄ部では、「当時、非常勤職員は、全員、採用と同時に厚生年金保

険に加入させていた。」と回答している。 

    さらに、申立人が同期採用の同僚として名前を挙げた同職種の同僚は、「Ｄ

部では、非常勤職員については、採用と同時に全員、厚生年金保険に加入さ

せており、私は当該期間において、申立人と一緒にＥ市に所在したＤ部本部

で勤務していたが、厚生年金保険は、採用と同時に同本部の下部機関である

Ａ事業所で厚生年金保険に加入している。」と供述している上、Ａ事業所に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、当該同僚は、当該期間に



 

おいて厚生年金保険の記録が継続していることが確認できる。 

    加えて、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、当

該期間に厚生年金保険の記録が確認できる別の同僚からも、「私は、当該期

間中に申立人と一緒にＤ部本部で非常勤職員として勤務していたが、厚生年

金保険は、採用と同時に同本部の下部機関であるＡ事業所で加入した。」と

回答している。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間当時、事業主は、Ｄ部本部で勤務する非常勤職員の一部について、同

本部の下部機関であるＡ事業所で厚生年金保険に加入させる取扱いをし、申

立人は、申立期間のうち昭和46年11月１日から47年２月１日までの期間にお

いて、事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたものと認めら

れる。 

    また、当該期間の標準報酬月額については、昭和47年２月の社会保険事務

所（当時）の記録から、３万3,000円とすることが妥当である。 

    なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、同保険料を納付したか否かについては不明としているが、

厚生年金保険の記録における被保険者資格取得日と雇用保険の記録におけ

る被保険者資格取得日は、いずれも昭和47年２月１日となっており、資格取

得日は同じであることから、社会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤

って記録したとは考え難く、事業主が同日を資格取得日として届け、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る46年11月から47年１月までの厚生年金

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該期

間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  ２ 申立期間のうち、昭和46年10月１日から同年11月１日までの期間について、

Ｄ部本部では、「当時の資料を保存していない。」と回答していることから、

申立人の勤務実態等について確認することができない。 

    また、申立人が同期採用の同僚として名前を挙げた同僚は、「私は昭和47

年11月にＤ部本部で非常勤職員として採用となった。」と供述している上、

この供述は、当該同僚の厚生年金保険の加入記録と符合する。 

    さらに、Ｄ部本部及びＡ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

において、申立期間に厚生年金保険の加入記録が確認できる同僚に照会した

が、いずれの同僚からも申立人の当該期間における勤務をうかがわせる供述

は得られなかった。 

    このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

北海道厚生年金 事案3246 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を

20万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年 11月１日から７年９月１日まで 

 申立期間は、夫が経営するＡ社に勤務し、月額 20 万円の給与が支給され

ていた。 

年金記録によると、申立期間の標準報酬月額が９万 8,000円となっている

ので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、当初、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は

20 万円と記録されていたが、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなく

なった日である平成７年９月 30日より後の同年 10月 18日付けで、５年 11月

１日に遡って９万 8,000円に引き下げられていることが確認できる。 

   また、オンライン記録によると、申立期間中に当該事業所において厚生年金

保険被保険者資格が確認できる同僚 20 人のうち、事業主を含む５人（申立人

を除く。）が、申立人と同日に、標準報酬月額が遡及して引き下げられている

ことが確認できる。 

   さらに、複数の従業員の供述によると、申立人及び同僚５人の標準報酬月額

が遡及訂正処理された当時、当該事業所は２回目の不渡り手形を出し、事実上

倒産したとしており、当該事業所の経営が破綻していた状況がうかがえる。 

   加えて、申立人は、当該事業所の代表取締役の妻であり、申立期間当時、当

該事業所の取締役であったものの、複数の同僚の供述によると、「申立人は、

Ａ社において、社会保険事務を担当していなかった。また、同社の印鑑を管理

していたのは代表取締役であり、代表取締役以外の者は社印を使用できなかっ

た。」と供述していることから、申立人が標準報酬月額の遡及訂正処理に係る

権限を有していなかったと判断できる。 



 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような処理を

行う合理的な理由は見当たらず、申立期間において標準報酬月額に係る有効な

記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 20 万円と訂正することが

必要と認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 3247 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格喪失日に係る記録を昭和 36年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を１万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年７月 22日から同年 11月１日まで 

    昭和 33 年 10 月にＡ社に入社し、36 年に同社の関連会社であるＢ社へ異

動となった。 

    両事業所における厚生年金保険の加入状況について確認したところ、申立

期間の加入記録が無かった。 

    年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚が所持している給与明細書の写し及び同僚の供述から判断すると、申立

人がＡ社及びその関連会社であるＢ社に継続して勤務し（昭和 36年 11月１日

にＡ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 36 年６月の社会保険事務

所（当時）の記録から、１万 4,000円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険



 

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



 

北海道厚生年金 事案 3248 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格喪失日に係る記録を昭和 50 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を 16万円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住    所  ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年６月 30日から同年７月１日まで 

昭和 33 年９月１日にＢ社に入社した後、59 年２月 21 日にＣ社を退職す

るまでの期間は、Ｄ企業グループの会社に継続して勤務していたが、申立期

間に係る厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間当時は、Ａ社からＥ社に異動した時期であるが、当該期間も継続

して勤務し、給与から厚生年金保険料が控除されていた。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、申

立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険被保険者記録、Ａ社及びＥ社の回答から、申立人は、Ｄ企

業グループの会社に継続して勤務し（昭和 50 年７月１日にＡ社からＥ社に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 50 年

５月の社会保険事務所（当時）の記録から、16万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、当時の関係資料等が無く、厚生年金保険料を納付し

たか否か不明としているが、事業主が厚生年金保険被保険者資格喪失日を昭和

50 年７月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年６月



 

30 日と誤って記録したとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日と

して届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の厚生年金保

険料の納入告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 3249 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の同社における申立期間の標準賞与額に係る記録を 12 万円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 35年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 19年 12月 28日 

    平成 19年 12 月 28日にＡ社から支給された賞与について、標準賞与額の

記録が確認できない。同社では、社会保険事務所（当時）に対する賞与支払

届の提出が遅れたため、厚生年金保険料は時効により納付できなかったとし

ているが、厚生年金保険料は賞与から控除されていたので、年金給付に反映

されるよう年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、平成 19年 12月 28日に同

社から賞与の支払いを受け、当該賞与に見合う標準賞与額（12 万円）に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事

務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 3250 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の同社における申立期間の標準賞与額に係る記録を１万円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 57年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 19年 12月 28日 

    平成 19年 12 月 28日にＡ社から支給された賞与について、標準賞与額の

記録が確認できない。同社では、社会保険事務所（当時）に対する賞与支払

届の提出が遅れたため、厚生年金保険料は時効により納付できなかったとし

ているが、厚生年金保険料は賞与から控除されていたので、年金給付に反映

されるよう年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、平成 19年 12月 28日に同

社から賞与の支払いを受け、当該賞与に見合う標準賞与額（１万円）に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事

務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



 

北海道厚生年金 事案 3251 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①及び②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る厚生年金保険被保険者資格取得日に係る記録を昭和 37 年３月１日、同社Ｃ

事業所における同資格取得日に係る記録を 40年４月 22日に訂正し、標準報酬

月額を申立期間①は２万円、申立期間②については３万６,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主が申立人に係る両申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年３月１日から同年４月２日まで 

             ② 昭和 40年４月 22日から同年５月１日まで 

昭和 35年 11月１日から 42年 12月４日までＡ社に勤務していたが、同社

に勤務していた期間のうち、申立期間①及び②に係る厚生年金保険の加入記

録が確認できない。 

申立期間①は、Ａ社Ｃ事業所から同社本社に異動した時期であり、申立期

間②については、同社本社から同社Ｃ事業所に異動した時期であるが、両申

立期間においても同社に継続して勤務し、給与から厚生年金保険料が控除さ

れていた。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、申

立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、雇用保険被保険者記録、Ｂ社の回答及び複数の

同僚の供述から、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（申立期間①はＡ社Ｃ事

業所から同社本社に異動、同②は同社本社から同社Ｃ事業所に異動）、申立期

間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ



 

とが認められる。 

   なお、異動日については、Ｂ社の回答から判断すると、申立期間①は昭和

37 年３月１日、申立期間②については 40 年４月 22 日とすることが妥当であ

る。 

また、申立期間①及び②の標準報酬月額については、申立期間①は、申立

人のＡ社に係る昭和 37 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から２万円、

申立期間②は、申立人の同社Ｃ事業所に係る 40年５月の社会保険事務所の記

録から、３万６,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立期間①及び②について、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、ほか

に確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会保

険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 3252 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ部Ｃ工場における厚生年金保険

被保険者資格喪失日に係る記録を昭和 33年 10月１日に訂正し、申立期間の標

準報酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年８月 11日から同年 10月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間の加入記録が無い旨

の回答をもらった。昭和 30年４月６日から平成６年１月 22日に定年退職す

るまでの期間はＡ社に継続して勤務しており、申立期間当時は、同社Ｂ部Ｃ

工場から同社Ｄ工場に異動した時期であるが、厚生年金保険料は給与から控

除されていた。 

厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認できる給与明細書

等は無いが、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述から、申立人は、申立期間に

おいてＡ社に継続して勤務し（Ａ社Ｂ部Ｃ工場から同社Ｄ工場に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

   なお、異動日については、同僚の供述から判断すると、昭和 33年 10月１日

とすることが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ部Ｃ工場に

おける昭和 33 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円とする

ことが妥当である。 



 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、商業登記簿謄本により、Ａ社は平成 19 年４月 25 日に破産手続が終結し

ていることが確認でき、当時の事業主も既に死亡していることから確認する

ことができず、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらない

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険

事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

 



 

北海道厚生年金 事案 3253 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成９年８月、同年９月及び12年７月は26万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成５年４月１日から 12年 12月 31日まで 

Ａ社で勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が説明なく減額

されているのはおかしいので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

  ２ したがって、申立人の標準報酬月額については、Ａ社における厚生年金保

険料の給与からの控除は翌月控除であると認められることから、申立期間の

うち、平成９年８月、同年９月及び 12 年７月は、申立人から提出のあった

同社の翌月の給与支給明細書（写し）で確認できる厚生年金保険料控除額に

相当する標準報酬月額である 26万円とすることが妥当である。 

    なお、申立人の申立期間のうち、平成９年８月、同年９月及び 12 年７月

に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周



 

辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額の届

出を社会保険事務所（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる

関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

  ３ 一方、申立期間のうち、平成５年４月から同年 11 月までの期間、６年２

月から７年 10 月までの期間、同年 12 月から９年７月までの期間、同年 10

月から 10年１月までの期間、同年３月から 12年６月までの期間及び同年８

月から同年 11 月までの期間については、申立人から提出のあった給与支給

明細書（写し）により確認できる厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月

額が、給与支給額に基づく標準報酬月額と一致又は低額となっており、かつ、

オンライン記録により確認できる標準報酬月額と一致又は低額であること

から、特例法に基づく記録訂正及び保険給付の対象に当たらないため、あっ

せんは行わない。 

    また、申立人は、平成６年１月、同年２月、７年 12月及び 10年３月分の

給与支給明細書を保管していないことから、申立期間のうち、５年 12 月、

６年１月、７年 11月及び 10年２月に係る給与から控除されていた厚生年金

保険料控除額及び給与支給額を確認できない上、Ａ社は、16年６月 23日に

厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、商業登記簿謄本により

17 年２月４日に解散していることが確認できることから、申立人に係る当

該期間の給与支給明細書等の関係資料を得ることができない。 

    このほか、当該期間に係る厚生年金保険料の控除について、確認できる関

係資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



北海道国民年金 事案 1860 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年６月から平成 11年 11月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年６月から平成 11年 11月まで    

私は、20歳の時に国民年金に加入し、年金手帳を受け取った記憶がある。 

申立期間の国民年金保険料は、Ａ市役所から納付書が送付されてきたので、

全ての期間ではないが、私が少しずつ何回かに分けて、郵便局又は金融機関

で納付したはずである。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、申立期間の一部の期間について国民年金保険料を納付していたと

述べているが、ⅰ）オンライン記録により、申立人の国民年金手帳記号番号は、

平成 12年３月 15日に、Ｂ社会保険事務所（当時）から払い出されていること

が確認できること、ⅱ）Ａ市における申立人の国民年金資格異動履歴詳細によ

り、同年同月 29日に国民年金被保険者資格取得日を昭和 58年６月 17日とし

て、申立人の被保険者名簿が作成されたことが確認できること、ⅲ）申立期間

について、同市における申立人の国民年金被保険者名簿が見当たらないことか

ら、申立人は、申立期間当時、国民年金に未加入であり、申立期間の保険料の

納付書は交付されず、保険料を納付できなかったものと考えられる。 

また、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された平成 12 年３月におい

て、申立期間の大半は既に時効により国民年金保険料を納付できない上、10

年２月から 11年 11月までの保険料は過年度納付が可能であるが、申立人は、

当該期間の保険料を遡って納付した記憶がないとしていることから、申立期間

の保険料が納付されていたものとは考え難い。 

  さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付してい



たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を含めて総合的に 

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める 

ことはできない。 



北海道国民年金 事案 1861 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年４月から同年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から同年８月まで 

私は、会社を退職後の昭和 50年４月頃、実家のあるＡ町（現在は、Ｂ町）

へ戻り、私の妻と一緒に国民年金の加入手続を同町役場で行い、申立期間の

夫婦二人分の保険料は、私の父親に納付してもらっていた。 

ねんきん定期便で申立期間について、私の妻は納付済期間であるのに、私

だけ当該期間の保険料が未納であることを知った。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年４月頃にＡ町役場で転入手続を行った際、申立人の妻

と共に国民年金に加入したと述べているところ、国民年金被保険者台帳管理簿

により、申立人の妻の国民年金手帳記号番号は、50 年７月頃払い出されてい

ることが確認できるものの、申立人に係る同手帳記号番号が払い出された形跡

は見当たらないことから、申立期間当時、申立人は国民年金に未加入であった

ものと推認され、未加入期間は国民年金保険料の納付書は交付されず、保険料

を納付できなかったものと考えられる。 

また、申立人の国民年金被保険者資格は、平成９年１月以降に、申立人が厚

生年金保険被保険者資格を喪失した昭和 50 年４月１日を国民年金の被保険者

となった日として取得されていることが確認でき、その時点で、申立期間は時

効により国民年金保険料を納付できない期間である。 

さらに、申立期間について、申立人の国民年金保険料の納付を行ってくれた

とする申立人の父親は、高齢のために記憶が定かでないことから、当時の申立

人の保険料の納付状況が不明である。    

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連



資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料が納付されて

いたこをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1862 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の平成５年１月から６年 12 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年１月から６年 12月まで 

    私は、国民年金に加入した時期は記憶にないが、当時経営していたＡ店の

売上げが良くなった頃に、平成５年１月から６年 12 月までの過去２年分の

未納期間の国民年金保険料を一括して納付したと記憶している。 

その金額は 36 万円ぐらいで、Ｂ市Ｃ区役所内のＤ銀行（当時）の窓口で

納付し、その何年後かに、Ｅ社会保険事務所（当時）で、当該納付状況につ

いて確認したところ、記録が残されており、納付した金額も一致していたと

記憶している。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金に加入した時期は記憶にないとしているところ、ⅰ）オ

ンライン記録により、申立人は、基礎年金番号制度が導入された平成９年１月

以前に国民年金に加入していた者に必ず付番される国民年金の記号番号が無

いことが確認できること、ⅱ）Ｅ市が保管する資格異動履歴詳細により、同市

では、９年２月７日に、申立人について初めて国民年金の資格取得処理を行っ

ていることが確認できることから、申立人が国民年金の加入手続を行った時期

は、９年２月頃であると推定され、その時点において、申立期間の国民年金保

険料は時効により納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人が国民年金の加入手続を行ったと推定される平成９年２月の時

点において、過年度納付が可能であった７年１月から８年３月までの国民年金

保険料は納付済みであることが確認できることから、申立人が遡って納付した

とする保険料は、当該期間の保険料であると推認される。 

さらに、申立人に対し、国民年金記号番号が払い出されたことをうかがわせ



る事情も見当たらないとともに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1863 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年４月から 49年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 49年４月まで 

  私は、昭和 46 年４月頃、Ａ市役所又は同市Ｂ区役所で国民年金の加入手

続を行った。 

  申立期間の国民年金保険料は、納付期限内に納付していたと記憶しており、

後からまとめて納付するようなことはしていない。 

  自身で納付していなければ両親が納付してくれていたはずであり、納付場

所や納付金額等の記憶はないが、申立期間の国民年金保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、当該番号の前後の任意加入者の資格取得

日から、昭和 52年 12 月から 53年１月頃に払い出されたものと推認でき、申

立人の国民年金の加入手続はその頃に行われたものと考えられるが、その時点

で申立期間は、時効により保険料を納付できない期間である。 

また、申立人に係るＡ市の過年度納付記録簿により、申立人は、昭和 52 年

８月１日に初めて国民年金の被保険者資格を取得していることが確認できる

ところ、当該記録は、オンライン記録及び申立人が所持する年金手帳の記録と

も一致しており、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡も見当たらないことから、申立期間は国民年金の未加入期間であり、申立人

は、保険料を納付することができなかったと考えられる。 

さらに、申立人が国民年金の加入手続を行ったとする昭和 46年４月当時は、

加入者に対して黄土色の年金手帳が交付されていたが、申立人はこれまで、オ

レンジ色の手帳（昭和 49年 11月以降に発行）１冊のみしか所持しておらず、

黄土色の手帳を所持していた記憶はないとしている。 



加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1864 

 

第１ 委員会の結論                              

申立人の昭和 51年 10 月から 52年３月までの国民年金保険料については、

還付されていないものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 51年 10月から 52年３月まで  

私は、昭和 51年６月 29日に申立期間を含む昭和 51年度国民年金保険料

を一括納付したが、会社に就職した 51年 10月１日に厚生年金保険被保険者

となったため、申立期間の国民年金保険料を還付してもらう必要が生じた。 

社会保険事務所（当時）は昭和 52年１月 14日に申立期間の国民年金保険

料相当額を還付したとしているが、私は還付金を受け取っていないので、納

付した申立期間の保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の国民年金保険料に係る還付事由である、厚生年金保険被保険者の

資格取得（昭和 51年 10月１日付け）に伴う国民年金被保険者資格の喪失手続

について、申立人は、「自分がＡ市Ｂ区役所で行った。」と述べているところ、

ⅰ）申立人が所持する年金手帳及びオンライン記録により、申立人が会社に就

職し厚生年金保険被保険者の資格を取得した昭和51年10月１日付けで国民年

金の被保険者資格を喪失したことが確認できること、ⅱ）特殊台帳（マイクロ

フィルム）により、当該国民年金被保険者の資格喪失について、52 年２月に

送達処理されたことが確認できることから、申立人は、51 年 10 月から 52 年

１月頃までの間に同区役所で申立期間に係る国民年金被保険者の資格喪失手

続を行ったものと推認できる。 

また、特殊台帳により、国民年金の被保険者資格喪失（昭和 51年 10月１日

付け）に伴い昭和 52 年 1月６日付けで納付済期間であった申立期間の国民年

金保険料相当額（8,400 円）を還付決定した記録が確認でき、還付整理簿に記

載された申立人の氏名、住所（Ａ市Ｂ区役所）、還付金額（8,400円）、還付事

由（資格喪失）、還付決定日（昭和 52 年 1 月６日）及び還付金支払日（昭和



52年 1月 14日）の記録についても不自然さは認められない。 

さらに、申立人から聴取しても、国年年金保険料を還付された記憶がないと

いう以外に保険料が還付されていないことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと認めるこ

とはできない。 



北海道国民年金 事案 1865 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の昭和 60年 10月の国民年金保険料については、還付されていないも

のと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 60年 10月 

    私は、昭和 59年度Ａ融資を受けるため、昭和 58年 11月 10日に国民年金

に任意加入して、住宅に入居した年の 60年 10月 30日に国民年金の資格喪

失の手続を行った。 

    昭和 60年 10 月の国民年金保険料は同年同月 24日に納付しているが、Ｂ

年金事務所に納付記録を照会したところ、既に還付しているが、振込先の金

融機関名は分からないと回答された。 

国民年金保険料の還付を受けた記憶もない上、このような記録では本当に

還付されたものなのか信用できず、申立期間の保険料が還付済みとされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が保管している国民年金保険料領収証書により、申立人は、申立期間

である昭和 60年 10月の国民年金保険料を納付していることが確認でき、オン

ライン記録、Ｃ町（現在は、Ｄ市）の国民年金被保険者名簿及び年金手帳によ

り、申立人は国民年金の被保険者資格を同年 10月 30日付けで喪失しているこ

とが確認できることから、同年同月の保険料は、還付の対象となる。 

また、Ｃ町の国民年金被保険者名簿により、同町が申立人の当該期間の還付

請求書を受理し、昭和 61 年１月６日に社会保険事務所（当時）に対し送達し

ていることが確認でき、オンライン記録により、同年同月 28日に還付決定し、

同年２月 17 日に支払通知書が作成され、Ｅ信用金庫（現在は、Ｆ信用金庫）

の申立人名義の口座に振込されていることが確認できる上、これらの記録に不

自然な点は無く、ほかに申立人に対する保険料の還付を疑わせる事情も見当た

らない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと認めるこ

とはできない。 



北海道国民年金 事案 1866 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の昭和 46年６月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 46年６月から 50年３月まで 

   私の母親が、昭和 46 年頃にＡ町（現在は、Ｂ町）のＣ支所で私の国民年

金の加入手続を行い、申立期間について、自宅に来ていた町内の集金人に私

と父親の二人分の保険料を毎月納付書により一緒に納付してくれたはずで

ある。 

   申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に係る申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を行

ってくれたはずと主張する申立人の母親は、申立人の国民年金の加入手続を初

めて行った時期について、「昭和 52 年８月後に行ったと思う。」と述べている

ところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の被保

険者状況調査及び国民年金手帳記号番号払出簿により、昭和 53 年 12 月又は

54 年１月にＡ町で払い出されたものと推認でき、その時点で、申立期間は時

効により保険料を納付できない期間である。 

また、申立期間の全てについて、申立人の母親は、「長男（申立人）と夫の

国民年金保険料を一緒に毎月納付書により納付していた。」と述べているが、

Ａ町の国民年金被保険者名簿により、申立人の父親について、ⅰ）申立期間を

含む昭和 45年度及び 46年度の保険料はそれぞれ昭和 45年 12月及び 46年 12

月に一括納付し、申立期間のうち、47年４月から 50年３月までの期間につい

ては３か月又は９か月ごとに納付していることが確認できること、ⅱ）当該被

保険者名簿の検認記録欄に昭和 47 年度から「領収」と押印され、それ以前は

「検認」と押印されていることが確認できるところ、Ｂ町から、「Ａ町では、

国民年金保険料の収納について、申立期間のうち、昭和 46年６月から 47年３



月までの期間は、国民年金手帳に印紙を貼付して保険料を収納する印紙検認方

式であり、同年４月以降は納付期限が３か月ごとの納付書による収納方式を行

っていたと思われる。」との回答を得ていることから、申立人の母親の主張と

は一致しない。 

さらに、申立人の母親は、「申立期間当時、夫が加入していた納税組合の集

金人が納税貯蓄金と一緒に国民年金保険料を集金していた。」と述べているが、

申立期間当時近隣に在住し、申立人の父親と同じ納税組合に加入していた組合

員の妻は、「当時、納税組合の役員が自宅に集金に来ていたが、私の国民年金

保険料は役場で納付しており、加入していた納税組合及び自治会は国民年金保

険料を集金していなかったと思う。」と述べていることから、申立人の母親が

納付していたとする納税組合の集金人が国民年金保険料を集金していなかっ

た可能性も否定できない。 

加えて、申立期間は 46 か月と長期間であり、申立期間について、申立人に

対し別に国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる形跡も見

当たらない。 

その上、申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与してお

らず、申立期間について、申立人の母親が保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料が納付されたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1867 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年６月から 42年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 40年６月から 42年３月まで 

 私の母親は、私の兄妹全員の国民年金保険料を納付してくれており、私の

国民年金も、私が 20歳になった昭和 40年＊月頃に母親が加入手続を行って

くれ、毎月自宅を訪問する集金人に保険料を納付してくれていた。 

 その母親は既に死亡しているが、申立期間の国民年金保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、自身が 20歳になった昭和 40年＊月頃に、申立人の母親が国民年

金の加入手続を行い、その保険料も納付してくれていたと主張しているが、申

立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の同手帳記号番号の被保険者状況調

査及び特殊台帳（マイクロフィルム）の記録等により、43 年５月頃に払い出

されたものと推認でき、申立人に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡も見当たらないことから、申立人の主張とは一致しない。 

 また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点では、申立期間の

うち、昭和 40年６月から 41年３月までの期間については、既に時効により国

民年金保険料を納付できない期間である上、同年４月から 42 年３月までの期

間については、申立人と連番で国民年金手帳記号番号が払い出されている申立

人の姉（次女）の当該期間の保険料も未納であることから、兄妹全員の保険料

を納付していたとする申立人の母親が、申立人のみ当該期間の保険料を納付し

たものとは考え難い。 

 さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道厚生年金 事案 3254 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険被保険者記録については、訂正する

必要は認められない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年３月 25日から 57年１月まで 

    申立期間は、Ａ社（後にＢ社、Ｃ社に商号変更）の代表取締役として勤務

していたが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。当時の給与明細書等

の資料は無いが、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、商業登記簿謄本により、申立期間を含む昭和 39年５月 18日から

57年３月 31日まで、Ａ社の代表取締役として登記されていることが確認でき

る。 

 しかしながら、当該事業所は、適用事業所名簿及びオンライン記録によると、

昭和 46年３月 25日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申

立期間は同保険の適用事業所でなかったことが確認できる上、遡った訂正処理

は行われておらず、社会保険事務所（当時）の処理に不合理な点は見当たらな

い。 

なお、当該事業所が、厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日以降

において、商号変更したＢ社及びＣ社の名称での同保険の適用事業所の有無に

ついて、適用事業所名簿及びオンライン記録により確認したが、両名称での適

用事業所は確認できない。 

 また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者原票によれ

ば、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった昭和 46 年３

月 25 日に、申立人を含む厚生年金保険の被保険者であった５人全員が同保険

の被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

さらに、当該事業所の代表取締役であった申立人に対し、申立期間当時の社



会保険の適用状況及び事務処理状況等について照会したが回答を得られない

ことから、商業登記簿謄本により申立期間当時、当該事業所の取締役（後に代

表取締役）であったことが確認できた申立人の弟に照会したところ、同人は、

「申立期間当時のことは何も覚えていない。」と供述しているほか、オンライ

ン記録によると、同人は当該事業所において厚生年金保険の被保険者資格を喪

失した昭和 46年３月 25日に国民年金の被保険者資格を取得し、同年７月分か

ら 48年３月分までの保険料を納付していることが確認できる。 

加えて、申立人は、申立人が年金事務所に提出した年金記録の確認申立書に

おいて、「私はＡ社の代表者として会社の運営を行い、経理関係は会計事務所

に依頼していたので、年金等の手続は同事務所が間違いなく実行していたと思

う。」と主張しているものの、当該会計事務所の名称、所在地等について特定

できる供述は得られない上、当該会計事務所が、事業主である申立人の同意を

得ないまま、社会保険事務所に対し、厚生年金保険の適用事業所に係る各種届

出及び同保険の被保険者資格の取得又は喪失に係る届出を行うことは通常考

え難く、申立人がこれらの事務手続について知り得る立場にあったと考えるの

が相当である。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）が、

当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又

は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂正の対象とする

ことはできない旨規定されている。 

そのため、申立人は、申立期間当時の厚生年金保険料控除を確認できる資料

を保有していないものの、仮に、申立期間について、申立人に係る同保険料を

事業主により給与から控除されていたとしても、申立人は、上述のとおり特例

法第１条第１項ただし書に規定されている者であると認められることから、申

立期間における厚生年金保険被保険者記録については、同法に基づく記録訂正

の対象とすることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3255 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年２月５日から同年８月９日まで 

             ② 昭和 34年 11月 18日から 36年３月１日まで 

    申立期間①及び②は、Ａ社Ｂ工場（現在は、Ａ社Ｃ工場）に勤務し、Ｄ業

務に従事していたが、厚生年金保険の加入記録が無い。 

給与から厚生年金保険料が控除されていたと思うので、両申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社Ｂ工場が作成した労働者名簿及び同僚の供述か

ら判断すると、申立人が申立期間①及び②において同社に勤務していたことは

確認できる。 

しかしながら、Ａ社Ｃ工場は、「当時の書類は、労働者名簿以外は全て廃棄

されており、当時を知る社員もいないことから、申立人の勤務実態や厚生年金

保険の適用状況は分からない。」と回答している。 

また、申立期間①及び②当時、Ａ社Ｂ工場において社会保険事務を担当して

いたとする者は、「雇用形態は、臨時、臨時雇員及び一般職員に区分されてい

た。臨時雇員及び一般職員は厚生年金保険に加入させて厚生年金保険料を控除

していたが、臨時は業務の繁忙期に臨時的に雇用する雇用形態であり、同保険

には加入させていなかった。」と供述しているところ、前述の申立人に係る労

働者名簿によれば、「雇入：昭和 33 年２月５日、役名：臨時」と記載されて

おり、その後も役名に変更があった形跡が無く、両申立期間における申立人の

雇用形態は臨時のままであったことが確認できる上、申立人が名前を挙げた同

僚６人のうち生存及び所在が確認できた二人に照会し、入社時の雇用形態が臨

時であったとする同僚一人から回答が得られたところ、同人は、「昭和 32 年



12 月に臨時で採用となったが、臨時の期間は厚生年金保険に加入できなかっ

た。33年４月に臨時雇員となった時点で厚生年金保険に加入した。」と供述し

ている。 

さらに、Ａ社Ｃ工場から申立期間①及び②当時に同社Ｂ工場に在籍していた

同僚６人について労働者名簿が提出されたところ、これら名簿において雇入れ

の日の役名が申立人と同様、臨時と記載されている二人は、同社同工場の健康

保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）及

びオンライン記録により雇用形態が臨時から臨時雇員に変更となった日に厚

生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

加えて、当該事業所の被保険者名簿を確認したところ、同名簿には申立人の

名前は記載されておらず、一方、同名簿において健康保険の整理番号に欠番が

無いことから、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険被保険者記録

が欠落したものとは考え難い。 

なお、申立期間①及び②当時、Ａ社Ｂ工場の親会社であったＥ社の被保険者

名簿を確認したが、申立人の名前は無く、両申立期間において同社で厚生年金

保険の被保険者であったことは確認できない。 

その上、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の両申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3256（事案 1375の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年６月から同年 12月まで 

② 昭和 33年１月から同年５月まで 

③ 昭和 36年１月から同年３月まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①、Ｂ社に勤務していた申立期間②、及びＣ

社に勤務していた申立期間③について、厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしいと申し立てたが、第三者委員会から認められないとの通知

をもらった。 

その後、申立期間②及び③に係る新たな資料が見つかったので、再調査の

上、申立期間①、②及び③について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人の申立内容及び同僚の供述から判断すると、

勤務期間及び雇用形態等は特定できないものの、申立人がＡ社に勤務して

いたことは推認できるが、ⅰ）同社は昭和 56年 10月 29日に厚生年金保険

の適用事業所に該当しなくなっており、商業登記簿謄本においても、59 年

12 月２日に解散していることが確認できる上、申立期間①当時の事業主及

び取締役のいずれもが既に死亡していることから、申立人の申立期間①に

係る勤務実態及び厚生年金保険の適用について確認できないこと、ⅱ）申

立人が申立期間③以後に勤務していた事業所に保管されていた申立人の職

歴が確認できる人事記録の写し及び申立人が 36 年５月 31 日に作成したこ

とが確認できる履歴書の写しのいずれにおいても、申立人が申立期間①に

おいて、同社に勤務していたことが記載されていないこと、ⅲ）健康保険

厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）によ



り、申立期間①において同社に係る厚生年金保険の加入記録が確認できる

同僚６人のうち４人は既に死亡しており、所在が特定できた二人に照会し

一人から回答が得られたものの、「申立人が勤務していた記憶はあるが、厚

生年金保険の適用や厚生年金保険料の控除については分からない。」と供述

していることから、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除をう

かがわせるような供述を得ることはできないこと、ⅳ）同社に係る被保険

者名簿を確認した結果、申立人が申立期間①において、厚生年金保険の被

保険者資格を取得した記録は無く、一方、健康保険の被保険者整理番号に

欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難いこと等を

理由として、既に当委員会の決定に基づき平成 21年 10月 16日付けで年金

記録の訂正は必要ではないとする通知が行われている。 

今回の再申立てについて、申立人は、新たな資料及び情報等を提出するこ

となく「証明するものは無いが、家族のために一生懸命働き、人生で一番苦

労した時期である。」等主張しているが、当初の資料及びその内容等を再確

認したものの新たな事情は見当たらないことから、申立人の主張は当委員会

の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

２ 申立期間②については、申立人の申立内容、申立人が申立期間③以後に勤

務していた事業所に保管されていた申立人の職歴が確認できる人事記録の

写し及び申立人が昭和 36 年５月 31 日に作成したことが確認できる履歴書

の写しから判断すると、勤務期間及び雇用形態等は特定できないものの、

申立人がＢ社に勤務していたことは推認できるが、ⅰ）申立人に係る勤務

実態及び厚生年金保険の適用状況について同社に照会したものの、「確認で

きる資料が無く、全く不明である。」と回答している上、申立期間②当時の

事業主も既に死亡していることから、申立人の申立期間②に係る勤務実態

及び厚生年金保険の適用状況について確認できないこと、ⅱ）被保険者名

簿により、申立期間②において同社に係る厚生年金保険の加入記録が確認

できる同僚 10人のうち５人は既に死亡しており、所在が特定できた５人に

照会したところ、回答が得られた二人のいずれもが「申立人に係る記憶は

ない。」と供述していることから、申立人の申立期間②における厚生年金保

険料の控除をうかがわせるような供述を得ることはできないこと、ⅲ）同

社に係る被保険者名簿を確認した結果、申立人が申立期間②において、厚

生年金保険の被保険者資格を取得した記録は無く、一方、健康保険の被保

険者整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考

え難いこと等を理由として、既に当委員会の決定に基づき平成 21 年 10 月

16日付けで年金記録の訂正は必要ではないとする通知が行われている。 

今回の再申立てについて、申立人は、申立期間②当時の同僚一人の名前



及び当該事業所の慰安会風景等の写真２枚を提出しているが、当該同僚は既

に死亡しているため供述を得ることができない上、当該写真からは、申立期

間②に係る厚生年金保険の適用状況及び保険料控除の状況が確認できない

ことから、申立人の主張は当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情と

は認められない。 

３ 申立期間③については、申立人は、Ｃ社に勤務し、厚生年金保険の被保険

者であったと主張しているが、ⅰ）同社に照会したところ、「確認できる資

料が無く、全く不明である。」と回答している上、申立期間③当時の事業主

も既に死亡しており、申立期間③当時の取締役に照会したが、「申立人に係

る記憶はない。」と供述していることから、申立人の申立期間③における勤

務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認できないこと、ⅱ）申立

人が申立期間③以後に勤務していた事業所に保管されていた申立人の職歴

が確認できる人事記録の写し及び申立人が昭和 36 年５月 31 日に作成した

ことが確認できる履歴書の写しのいずれにおいても、申立人が申立期間③

において、同社に勤務していたことは記載されていない上、申立期間③に

おいては、同社とは異なる事業所で勤務していたことが記載されているこ

と、ⅲ）被保険者名簿により、申立期間③において同社に係る厚生年金保

険の加入記録が確認できる同僚４人のうち１人は既に死亡しており、所在

が特定できた３人に照会したところ、回答が得られた二人のいずれもが「申

立人に係る記憶は無い。」と供述していることから、申立人の申立期間③に

おける勤務実態等をうかがわせるような供述を得ることはできないこと、

ⅳ）同社に係る事業所別被保険者名簿を確認した結果、申立人が申立期間

③において、厚生年金保険の被保険者資格を取得した記録は無く、一方、

健康保険の被保険者整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落

したものとは考え難いこと等を理由として、既に当委員会の決定に基づき

平成 21年 10月 16日付けで年金記録の訂正は必要ではないとする通知が行

われている。 

今回の再申立てについて、申立人は、申立期間③当時の当該事業所で従事

業務に係る写真１枚を提出しているが、当該写真からは、申立期間③に係る

厚生年金保険の適用状況及び保険料控除の状況が確認できないことから、申

立人の主張は当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められ

ない。 

４ そのほかに、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、全ての申立期間に係

る厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 



北海道厚生年金 事案 3257 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54年 12月 11日から 55年５月１日まで 

             ② 昭和 56年 12月 11日から 57年４月 28日まで 

             ③ 昭和 57年 12月 10日から 58年５月１日まで 

             ④ 昭和 58年 12月 11日から 59年５月１日まで 

             ⑤ 昭和 59年 12月 11日から 60年５月１日まで 

             ⑥ 昭和 60年 12月 11日から 61年５月１日まで 

             ⑦ 昭和 61年 12月 11日から 62年５月１日まで 

             ⑧ 昭和 62年 12月６日から 63年５月２日まで 

             ⑨ 昭和 63年 12月 25日から平成元年７月１日まで 

Ａ社には、Ｂ職として、昭和 54 年５月１日から平成元年７月１日まで継

続して勤務したが、申立期間①から⑨までについて、厚生年金保険の加入記

録が確認できない。 

各申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①から⑨までについて、申立人の従事業務に関する具体的供述及び

複数の同僚の供述から判断すると、入社日及び退社日の特定はできないものの、

申立人が各申立期間において、Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該事業所は、オンライン記録によると、平成５年８月 31

日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、商業登記簿謄本によ

り、14年 12月３日に解散していることが確認できる上、申立期間①から⑦ま

での当時の事業主は、既に死亡しており申立期間⑧及び⑨当時の事業主に照会

したところ、「各申立期間当時の資料は保存されていないので当時のことは分



からない。」と回答していることから、申立人の申立期間①から⑨までにおけ

る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況を確認することができない。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険

者原票」という。）及びオンライン記録により申立期間①から⑨までの当時、

当該事業所において厚生年金保険の被保険者であった者で生存及び所在が確

認できた同僚７人（申立人が名前を挙げた同僚二人を含む。）に照会し、二人

から回答が得られたところ、そのうち社会保険の手続及び給与事務を担当して

いたとする同僚は、「申立人のようなＢ職については、毎年、４月から５月頃

に厚生年金保険の被保険者資格取得の手続を、また、12 月頃に同資格喪失の

手続を行っていた。同保険の資格喪失時には、健康保険任意継続の手続をまと

めて行った記憶がある。厚生年金保険に加入していない期間は、給与から厚生

年金保険料を控除していなかった。」と供述している。 

さらに、当該事業所に係る被保険者原票及びオンライン記録により申立期間

①から⑨までの当時、申立人と同様、当該事業所において厚生年金保険被保険

者資格の取得及び喪失を繰り返していることが確認できた同僚５人のうち生

存及び所在が確認できた４人に照会し、一人から回答が得られたところ、同人

は、「Ｂ職として勤務していたが、昭和 54年頃から 63年頃までは、毎年５月

から 12 月まで厚生年金保険に加入していた。冬期間は同保険に加入しておら

ず、健康保険は任意継続した。」と供述している。 

加えて、当該事業所に係る被保険者原票及びオンライン記録並びに雇用保険

の被保険者記録によると、申立人の雇用保険の被保険者資格取得日及び離職日

と厚生年金保険の被保険者資格取得日及び被保険者資格喪失日とはほぼ一致

しており、毎年、厚生年金保険被保険者資格を喪失した時点で健康保険任意継

続被保険者の資格取得の手続を行っていることが確認できる上、前述の同僚５

人については、申立人と同様に、ⅰ）全員が１年のうち５月頃から 11 月頃ま

での期間において厚生年金保険の被保険者記録があり、年ごとに同資格の取得

及び喪失を繰り返していること、ⅱ）５人のうち４人は、毎年、厚生年金保険

被保険者資格を喪失した時点で健康保険任意継続被保険者の資格取得の手続

を行っていること、ⅲ）全員が雇用保険の被保険者資格取得日及び離職日と厚

生年金保険の被保険者資格取得日及び被保険者資格喪失日とはほぼ一致して

いることが確認でき、これらの記録は前述の社会保険の手続及び給与事務を担

当していたとする同僚の供述と符合している。 

その上、申立期間①から⑨までについて、申立人が厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無

く、このほか、申立人のこれら申立期間に係る厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

なお、申立期間⑨については、申立人は、雇用保険被保険者記録により、当

該期間のうち平成元年５月１日からは他の事業所で雇用保険の加入記録が確



認できる上、オンライン記録により、同事業所が厚生年金保険の適用事業所と

なった同年７月１日に同事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取得

していることが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、全ての申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3258 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年５月 21日から 59年４月 21日まで 

              昭和 54年５月 21日にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社したが、厚生年金保険

の被保険者資格取得年月日が 59年４月 21日となっているので、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が作成した「永年勤続表彰者一覧」から、申立人が申立期間において、

同社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、当該事業所が保管する申立人の健康保険厚生年金保険被保険

者資格取得確認及び標準報酬決定通知書により、申立人の当該事業所における

同保険の被保険者資格取得日は昭和 59年４月 21日であることが確認でき、こ

の記録はオンライン記録と一致している。 

また、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況につい

て当該事業所に照会したところ、「当時を知る担当者が退職していることから､

詳細は不明である。」と回答している。 

さらに、申立人が申立期間当時一緒に勤務していたとして名前を挙げた同僚

５人のうち所在が確認できた４人及びオンライン記録により当該事業所にお

いて申立期間前後に厚生年金保険の加入記録が確認できる16人の計20人に照

会し、12 人から回答を得られたところ、そのうち７人は「勤務期間は特定で

きないものの、申立期間当時、申立人は勤務していた。」と供述しているもの

の、申立期間当時、当該事業所で労務関係事務を行っていた者は、「申立期間

当時は正社員及び嘱託社員についてのみ厚生年金保険に加入させており、臨時

職員であるアルバイト等については、基本的に厚生年金保険に加入させない取

扱いをしていた。申立人は入社時、臨時職員として採用され昭和 59年４月 21



日から厚生年金保険が適用になったと思われる。」と供述している。 

加えて、雇用保険被保険者記録によると、申立人は、昭和 59年４月 21日に

当該事業所において被保険者資格を取得していることが確認でき、この記録は

オンライン記録とも一致している。 

なお、国民年金被保険者名簿により、申立人は申立期間前の昭和 54 年１月

16日から国民年金に加入し、申立期間の一部である同年５月から同年 11月ま

での期間は国民年金保険料納付免除申請を行っており、同年 12月から 56年９

月までの期間は同保険料を納付していることが確認できる。 

その上、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年

金保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



北海道厚生年金 事案 3259 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 26年５月から 29年 10月１日まで 

② 昭和 30年 10月 26日から 32年８月 24日まで 

    申立期間①については、Ａ学校卒業後にＢ社に入社してＣ業務の仕事をし

ていた。また、申立期間②については、Ｃ業務の仕事からＤ作業場勤務に変

更になった時期であったと思う。 

両申立期間について、Ｂ社に勤務していたので、厚生年金保険被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、申立人の勤務に関する供述及び同僚の供述から

判断すると、正確な入社年月日及び退職年月日は不明であるものの、申立人が

Ｂ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況についてＢ社

に照会したところ、「申立期間①及び②当時の関係書類を保存しておらず、申

立人の両申立期間に係る勤務実態、厚生年金保険の適用状況及び同保険料の控

除については不明。」と回答している。 

また、申立期間①については、申立人は、「Ａ学校卒業後に同級生二人と一

緒に入社した。」と述べていることから、この二人について当該事業所に係る

健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を確認したところ、一人は昭和

30年３月１日に、もう一人は同年６月 26日に資格取得していることが確認で

きることから、この二人に照会したところ一人は、「申立人の入社年月につい

ては記憶していない。私は、Ａ学校卒業後は家事手伝をしており、昭和 32年

に結婚する前の２年程度勤務しただけであり、申立期間当時のことは分から

ない。」と述べており、もう一人は、「申立人と同級生であったことは覚えて



いるが、そのほかのことは覚えていない。私は、学校を卒業してしばらくし

てから２年程度勤務しただけであるので、当時のことは分からない。」と述べ

ていることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確

認することができない。 

さらに、申立期間②については、申立人は、「３人１組でＤ作業場勤務をし

ていた。」と述べているものの、そのうち一人は姓のみしか記憶しておらず、

ほかの一人は氏名を記憶していないことから、これらの者を特定することが

できず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認するこ

とができない。 

加えて、オンライン記録により当該事業所において申立期間①及び②中に

厚生年金保険の被保険者記録が確認できる 14人に照会し、10人から回答を得

られたところ、一人が「申立人は、当初はＣ業務の仕事をしており、途中で

Ｄ作業場勤務に変更になったが、正確な勤務期間は分からない。」と述べてい

るものの、そのほかに申立人を記憶している者はおらず、申立人の勤務実態

及び厚生年金保険の適用状況について確認することができないことに加え、

二人が「当時の会社の経営状況は良くなかったと思う。」と述べている。 

その上、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を

確認したところ、申立人の資格取得日は昭和 29 年 10 月１日、資格喪失日は

30年 10月 26日と記載されており、オンライン記録と一致する上、申立人が、

申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



北海道厚生年金 事案 3260 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

          

    ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年 12月 21日から 31年６月 20日まで 

    Ａ社のＢ事業所に勤務していた申立期間について、厚生年金保険の加入記

録を確認することができないが、間違いなく同事業所に勤務していたので、

同保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立人が申立期間後の昭和 33年７月に作成したこと

が確認できる履歴書の写し及び申立人の申立内容から判断すると、申立人が申

立期間において、Ａ社のＢ事業所に臨時雇用員として勤務していたことは推認

できる。 

しかしながら、オンライン記録及び事業所名簿のいずれにおいても、Ｂ事

業所が厚生年金保険の適用事業所であったことは確認できない上、同事業所を

管轄していたＡ社Ｃ支店も、昭和 38年 10月１日に同保険の適用事業所となっ

ていることから、申立期間において、同事業所は同保険の適用事業所に該当し

ていなかったことが確認できる。 

また、Ｄ社に対し、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の適用状況につ

いて照会したところ、同社は「Ａ社では、昭和 38年 10月１日から臨時雇用員

に対し厚生年金保険の適用を開始したことから、申立人が申立期間において、

同保険の適用を受けていたということはあり得ない。」と回答している上、同

社から提出されたＡ社報によると、当該社報に記載された通知をもって臨時雇

用員等の社会保険事務に係る処理規程が定められたとともに、Ｃ支店が厚生年

金保険の適用事業所となった日と同日である同年 10 月１日から、臨時雇用員

に対する厚生年金保険の適用及び同規程の施行が開始されたことがそれぞれ

確認できる。 



さらに、Ｂ事業所を管轄していたＣ支店が刊行したＣ支店報に記載された通

知によると、申立期間後の同日時点においても、Ａ社では、臨時雇用員を日雇

労働者健康保険に加入させていたことが確認できるところ、前述のＡ社報によ

り、臨時雇用員に対する厚生年金保険の適用が開始された 38 年 10 月１日の

前日である同年９月 30 日をもって、同日まで施行されてきた日雇労働者の

健康保険事務に係る処理規程が廃止されていることが確認できる。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、同保険

料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶もない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3261 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年４月１日から 45年４月 21日まで 

 厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間は脱退手当金を受給

しているため年金額の計算に算入されないとの回答があった。 

 脱退手当金を請求したことも、受けたこともないので、申立期間について

年金額に反映される厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下

「被保険者原票」という。）により、申立人が厚生年金保険の被保険者資格を

喪失した日の前後２年以内に同資格を喪失した 39 人の脱退手当金の支給記録

を確認したところ、28人に脱退手当金の支給記録が確認でき、そのうち 26人

（申立人を含む。）は資格喪失日から約４か月以内に脱退手当金の支給決定が

なされているとともに、このうち７人が事業所が脱退手当金の代理請求を行っ

ていた旨の供述をしていることを踏まえると、申立人についても事業主による

代理請求がなされた可能性を否定できない。 

 また、申立人の被保険者原票に脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が

記されているとともに、脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金

保険の被保険者資格を喪失した昭和45年４月21日から約２か月後の同年６月

19日に支給決定されているなど一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

 さらに、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3262 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ：  昭和 23年生 

住 所 ：   

    

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年１月 11日から 44年５月２日まで 

 厚生年金保険の加入期間を照会したところ、申立期間については脱退手当

金を受給しているため年金額の計算に算入されないとの回答を受けた。脱退

手当金を受け取った記憶がないので、申立期間について年金額に反映される

厚生年金保険の被保険者期間として認めてもらいたい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味

する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額

に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者資格喪失日か

ら約５か月後の昭和 44年 10月 20日に支給決定されているなど、一連の事務

処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3263（事案 357の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 46年２月 19日から 47年８月１日まで 

 厚生年金保険の加入期間を確認したところ、申立期間については脱退手当

金を支給済みであるとの回答を受けた。申立期間以前の昭和 43 年３月 21

日から45年12月１日までの厚生年金保険被保険者期間について脱退手当金

を受給した記憶はあるものの、申立期間の脱退手当金については受給してい

ないので、第三者委員会に申し立てたが、申立内容を認めることができない

旨の回答をもらった。 

 しかし、どうしても納得ができないので、もう一度調べてその結果を回答

してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人は、申立期間以前にそれまで

加入していた厚生年金保険について脱退手当金を受給したと主張しているが、

申立期間以前に申立人に脱退手当金が支給された記録は無いほか、この脱退手

当金を受給していたことをうかがわせる事情も見当たらないこと、ⅱ）申立期

間に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には脱退手当金を支給したこと

を意味する「脱」の表示がある上、オンライン記録によれば、申立期間後に同

一の被保険者記号番号で管理されている申立期間とそれ以前の期間（昭和 43

年３月 21日から 45 年 12月１日まで）を計算の基礎として支給決定されてお

り、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自然さは

うかがえないこと、ⅲ）厚生年金保険被保険者記号番号払出簿の申立人の氏名

は、昭和 50年 11月 12日に旧姓から新姓に氏名変更されているところ、申立

期間の脱退手当金が同年 10月 15日に支給決定されていることを踏まえると、

脱退手当金の請求に伴い氏名変更が行われたと考えるのが自然であること、



ⅳ）申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金を受給

していないことをうかがわせる事情は見当たらないことを理由として、既に当

委員会の決定に基づく平成 20年 12月 10日付けで年金記録の訂正は必要ない

とする通知が行われている。 

 申立人は、今回、新たな資料、情報を提出することなく、「どうしても納得

できない。もう一度調べてその結果を回答してほしい。」と主張しているが、

これは、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、その

ほかに、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことか

ら、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 



北海道厚生年金 事案 3264 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45年４月１日から 48年４月１日まで 

 Ａ事業所に勤務していた期間について厚生年金保険の加入期間を確認し

たところ、申立期間の加入記録が無い。 

 申立期間当時、Ａ事業所の所長であり厚生年金保険に関する事務も担当し

ていた夫が「職員全員を厚生年金保険に加入させていた。」と述べているの

で、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」

という。）によると、申立人は、昭和 45年６月１日に健康保険の被保険者資格

を取得していることが確認できる。 

 しかしながら、Ａ事業所は、健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿及

びオンライン記録によると、昭和 26年 10 月 16日に健康保険の適用事業所と

なり、48 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所となっていることから、申

立期間当時は厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

 また、Ａ事業所の運営主体であるＢ社が保管している昭和 45 年度Ａ事業所

歳入歳出決算書において、同年度にＡ事業所が支出した社会保険等負担金の額

が６万 7,776円となっているところ、この金額は被保険者原票から試算した同

年度の健康保険料事業主負担額の６万 2,230円とおおむね一致する。 

 さらに、申立人が名前を挙げた同僚３人は、被保険者原票により、申立期間

において健康保険の被保険者資格を取得しているものの、このうち二人（健康

保険の被保険者資格を昭和 46年４月１日に喪失した一人を除く。）が厚生年金

保険の被保険者資格を取得したのは、申立人が同保険の被保険者資格を取得し

た日と同日の 48年４月１日であることが確認できる。 



 加えて、被保険者原票により申立期間当時に健康保険の被保険者であること

が確認できる申立人及び同僚３人の計４人については、厚生年金保険手帳記号

番号払出簿では、昭和 48 年５月９日に同保険手帳記号番号が連番で払い出さ

れている（被保険者資格の取得日は同年４月１日となっている。）ことが確認

できる上、同保険の資格取得日はオンライン記録と一致している。 

 その上、申立期間にＡ事業所において勤務していた同僚で連絡先が確認でき、

かつ、回答を得られた５人のうち１人は「時期は分からないが、Ａ事業所に勤

務した当初の期間においては、厚生年金保険に加入していなかった。厚生年金

保険に加入していなかった期間には給与から厚生年金保険料が控除されてい

なかったと思う。」と供述している。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3265 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年７月１日から同年 12月 12日まで 

申立期間は、Ａ社にＢ業務担当として勤務していたので、厚生年金保険料

控除の事実を確認できる資料等は無いが、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人はＡ社の事務所所在地、業種及び創業者の姓を記

憶していることから判断すると、期間は特定できないものの、申立人が当該

事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、当該事業所は昭和 45 年 12 月 12

日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、当時の事業主及び

上記創業者も既に死亡しており、申立人の申立期間に係る勤務実態や厚生年金

保険の適用状況について確認できる資料及び供述を得ることはできない。 

   また、申立人は、上記創業者のほか姓のみ記憶している同僚一人を挙げてい

るが、健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によると、当該事業所に

おいて、申立期間当時に当該同僚と同姓の厚生年金保険被保険者は確認でき

ないことから、オンライン記録により、申立期間当時に当該事業所において

厚生年金保険被保険者記録が確認できる者 10人に照会したところ、そのうち

回答を得られた４人全員が、「申立人の名前に記憶はなく、勤務していたか

否かは分からない。」と述べており、申立人の申立期間に係る勤務実態や厚

生年金保険の適用状況について確認できる供述を得ることはできない。 

さらに、上記同僚４人のうち、申立期間当時にＢ業務担当責任者であった者

は、「各社員の雇用形態や厚生年金保険の加入の取扱いについては分からない

が、当時募集広告で「試用期間あり」とする記載があった記憶がある。」と述



べているほか、正社員であった一人は、「入社時に会社からは、厚生年金保険

には勤務実績などを考慮し、試用期間が経過してから加入すると言われた。試

用期間中は厚生年金保険には加入しておらず、給与から同保険料は控除されて

いなかった。」と述べている上、オンライン記録によると、この同僚は、自身

の記憶する入社日から３か月以上経過した後に当該事業所において厚生年金

保険の被保険者資格を取得していることが確認できることを踏まえると、申立

期間当時、当該事業所では、必ずしも全ての従業員を厚生年金保険に加入させ

る取扱いではなかった状況が認められる。 

   加えて、申立人の当該事業所における雇用保険の加入記録が確認できない上、

当該事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申立人が申

立期間において、厚生年金保険の被保険者資格を取得した記録は無く、一方、

同名簿において健康保険の整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が

欠落したものとは考え難い。 

   その上、申立人が申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3266 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年８月 21日から同年 10月１日まで 

申立期間は、Ａ社又はＢ社（現在は、Ｃ社）に継続して勤務していたので、

厚生年金保険料控除の事実を確認できる資料等は無いが、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録及び複数の同僚の供述により、申立人は、申立期間

においてＢ社に継続して勤務していたことが認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は昭和 62 年８月 21 日に厚

生年金保険の適用事業所でなくなっている上、Ｂ社は同年 10月１日に厚生年

金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所でないことが確認

できるところ、Ａ社において資格を喪失後、Ｂ社において再度資格を取得し

ていることが確認できる者 20人（申立人を除く。）全ての者が申立期間にお

いて厚生年金保険の加入記録は確認できない。 

   また、上記同僚 20 人（申立人が名前を挙げた同僚５人を含む。）に照会し

たところ、12 人から回答を得ることができたが、そのうち申立期間当時に社

会保険事務を担当していた経理課長は、「当時Ａ社は厳しい経営状況であった

ので、再起するため、新設法人であるＢ社を昭和 62 年８月 18 日に設立し、

社員は皆同年同月 20 日にＡ社を退職させ、同年同月 21 日にＢ社に入社させ

た。社員の退職と同時にＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失手続

を行ったが、Ｂ社は厚生年金保険加入の書類上の手続が整わず、同年 10月１

日から同保険の適用事業所となったので、申立期間において社員は皆厚生年

金保険には加入させておらず、給与から同保険料を控除していない。」と述

べているほか、別の一人は、「申立期間は厚生年金保険には加入しておらず、



給与から同保険料は控除されていなかった。」と述べている上、当該同僚二

人が所持する給料支払明細書によると、申立期間における厚生年金保険料は

給与から控除されていないことが確認できる。 

   さらに、申立期間当時の経理事務担当者は、「当時会社からは書類手続上、

Ｂ社における厚生年金保険の加入が少し遅れるので、各自で国民年金に加入

するよう指示があり、私は国民年金に加入していた。社員は皆厚生年金保険

に加入していないので、給与から同保険料を控除していない。」と述べており、

オンライン記録によると、当該同僚は、申立期間において国民年金に加入し

同保険料を納付していることが確認できる。 

加えて、Ｃ社に照会したが、「確認できる書類が無く不明である。」と回答し

ている上、上記３人を除く９人の同僚からは、申立人の申立期間に係る厚生年

金保険料の控除について確認できる資料及び供述を得ることはできない。 

   その上、申立人が申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3267 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年８月から 40年７月まで 

             ② 昭和 40年７月から 42年２月まで 

申立期間①については、Ａ社でＢ職として勤務していた。 

申立期間②については、Ｃ社でＢ職として勤務していた。 

各事業主から、保険類は全部加入させると言われていたので、厚生年金保

険料控除の事実を確認できる資料等は無いが、申立期間について、厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人の申立内容及び前職であるＤ社の同僚の供述

から判断すると、時期及び期間の特定はできないものの、申立人がＢ職とし

てＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該事業所は、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿及び

オンライン記録において、厚生年金保険の適用事業所としての記録が確認で

きない。 

また、申立人は、当該事業所に勤務していた同僚の氏名を覚えておらず、

申立期間①当時の事業主も既に死亡していることから、申立人の申立期間

①に係る厚生年金保険の適用状況及び保険料控除の状況について確認する

ことができない上、オンライン記録によると、同事業主は、申立期間①に

おいては国民年金に加入し、その保険料を全て納付していることが確認で

きる。 

さらに、申立人は、前職であるＤ社の同僚らの名前を挙げて、「この者ら

は私がＡ社で勤務していたことを知っている。」と述べていることから、生

存及び所在が確認できたＤ社の同僚二人に照会したところ、そのうち一人



は、「申立人は、Ｄ社を退職後、Ａ社でＢ職として勤務していたが、いつか

らいつまで勤務していたかはよく覚えていない。」と述べており、他の一人

は、「Ｄ社では一緒に勤務していたが、申立人の退職時期及び転職先は知ら

ない。」と述べていることから、申立人のＡ社における厚生年金保険料の控

除等について確認できる供述を得ることができない。 

加えて、申立人は、当該事業所から厚生年金保険被保険者証及び健康保険

証を交付されていないと述べている。 

その上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶はない上、雇用保険の加入

記録においても、当該事業所における申立人の記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料控除の事実を確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、Ｃ社の事業主、事業主の息子である取締役及び取引

先の社員の供述から判断すると、時期及び期間の特定はできないものの、申

立人がＢ職として同事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該事業所は、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿及び

オンライン記録において、厚生年金保険の適用事業所としての記録が確認で

きない。 

また、前述の事業主に照会したところ、「当時の資料は残されていない。

申立人の給与から厚生年金保険料を控除していない。」と回答している上、

商業登記簿謄本により当該事業所の取締役であったことが確認できる事業

主の妻は、「私は給与事務をしていた。従業員の出入りが激しく給与も歩合

制であったので厚生年金保険には加入していない。」と述べており、事業主

及び当該取締役の年金記録を確認したところ、申立期間②においては、厚生

年金保険の加入記録が確認できない。 

さらに、申立人が名前を挙げた一人の同僚は所在が特定できず、前述の取

締役であった事業主の妻が名前を挙げた当該事業所の従業員は名字のみで

あるため個人を特定することができないことから、申立人の当該事業所にお

ける厚生年金保険料の控除等について確認できる供述を得ることができな

い。 

加えて、申立人は、当該事業所から厚生年金保険被保険者証及び健康保険

証を交付されていないと述べている。 

その上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険料が給

与から控除されていたことに関する具体的な記憶はない上、雇用保険の加入

記録においても、当該事業所における申立人の記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料控除の事実を確認



できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を各

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3268 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨  

    申 立 期 間 ： 平成 13年７月 12日から同年 12月 21日まで 

    平成９年にＡ社を退職後、他の会社に勤務したが、やはり同社で勤務した

いと思い、社長に再就職を頼んで勤務したのに申立期間について、厚生年金

保険被保険者記録が無い。 

厚生年金保険料控除の事実を確認できる資料等は無いが、申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び申立人が保管する平成 13 年のダイアリーの記

載内容により、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたことが認めら

れる。 

しかしながら、当該事業所に照会したところ、「申立人は、申立期間におい

ては季節雇用扱いであり、本人の希望により社会保険には加入しておらず、厚

生年金保険料も給与から控除していない。季節雇用であっても基本的には、社

会保険に加入している。雇用保険には全員加入している。」と回答している。 

また、申立人が名前を挙げた同僚５人のうち１人の同僚は、当該事業所にお

ける厚生年金保険被保険者記録が確認できず、当該事業所において厚生年金保

険被保険者記録が確認できる９人（申立人が名前を挙げた同僚４人を含む。）

に照会したところ、二人から回答を得られたが、両人とも「厚生年金保険の加

入についてはよく分からない。」と述べていることから、申立人の当該事業所

における厚生年金保険料控除等について確認できる供述を得ることができな

い。 

さらに、前述の同僚９人のうち２人の同僚は、申立人と同じく当該事業所に

おける雇用保険被保険者記録が存在するものの、厚生年金保険被保険者記録が



無い期間が存在することが確認できる。 

加えて、当該事業所の厚生年金保険届出事務を代行しているＢ社に照会した

ところ、「申立期間当時の厚生年金保険のデータは無いが、健康保険被保険者

の一覧表には申立人の名前の記載が無い。」と回答している上、Ｃ国民健康保

険組合Ｄ支部に照会したところ、「平成 13年の名簿には申立人の組合員資格取

得の記録は無い。」と回答している。 

その上、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生年金保険

料が控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確 

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3269 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成８年 10月１日から９年６月 16日まで 

昭和 38 年７月から平成９年６月までＡ社Ｂ支店に勤務し、８年４月 16

日から９年６月 16 日までは同社からＣ社に派遣され、Ｄ業務に従事してい

たが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認できない。申立期間

の給与は同社から支給されていた。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ支店に照会したところ、「申立人は、平成７年８月 11日からＣ社に出

向させていたところ、本人から８年４月に希望退職の申出があったことにより、

同年４月 15 日に退社している。その後、Ｃ社の直接雇用となったと聞いてお

り、申立期間においては当社の社員ではない。」と回答している上、同社同支

店が保管する同社同支店とＣ社との覚書により、申立人が平成７年８月 11 日

からＣ社Ｅ支店に出向していたことが確認できるほか、Ａ社Ｂ支店が保管する

人事目帳（人事記録）及び８年４月９日付け「第２回希望退職者のお知らせ（部

内回覧）」により、申立人が同年４月 15日付けで同社を希望退職したことが確

認できる。 

また、Ｃ社に照会したところ、「申立人は、平成８年４月 16日に当社と嘱託

契約を結び、同年９月 30 日に同契約が解除されていることから、申立期間に

おいては当社に勤務していない。」と回答している上、同社が保管する人事配

置表作成資料により、申立人が平成８年４月 16 日に同社と嘱託契約を結び、

同年９月 30日に同契約を解除されたことが確認できる。 

さらに、申立人がＣ社で一緒に勤務していたとする者二人のうち、自身と同



様に他社からＣ社に派遣されていたと供述する者は、「私は、平成７年８月か

ら 11年 10月まで他社からＣ社に出向していたが、申立人と一緒に勤務したの

は１年と少しであったと記憶しているので、申立人は８年９月末には退社した

と思う。」と供述しているほか、申立人が同社の社員であったと供述する他の

一人は、「申立人とはＥ支店で一緒に勤務したが、Ａ社Ｂ支店を早期退職した

ことは聞いていたものの、同支店にいつまで勤務していたかは記憶していな

い。」と供述しており、申立人が申立期間においてＡ社Ｂ支店又はＣ社に勤務

していたことを裏付ける供述は得られなかった。 

加えて、当該同僚二人が、申立期間当時、Ｃ社Ｅ支店で一緒に勤務していた

と供述する者二人に照会したところ、このうち申立人と同様に他社からＣ社に

派遣されていたとの供述が得られた者は、「申立人とはＥ支店で一緒に勤務し

たが、申立人の退社時期は分からない。」と供述しているほか、同社の社員で

あったとの供述が得られた他の一人は、「申立人と一緒に勤務したのは、平成

７年８月から１年と少しであったと記憶している。」と供述しており、申立人

が申立期間において同社に勤務していたことを裏付ける供述は得られなかっ

た。 

その上、オンライン記録により、平成８年４月にＣ社で厚生年金保険被保険

者資格を取得したことが確認でき、生存及び所在が確認できた者６人（現在も

被保険者である者を除く。）に照会したところ、回答が得られた４人は、いず

れも「申立人のことは知らない。」と供述しており、ほかに申立人が申立期間

においてＡ社Ｂ支店又はＣ社に勤務していたことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

なお、雇用保険の被保険者記録によれば、申立人は、Ａ社Ｂ支店において昭

和 38年７月 17日から平成８年４月 15日まで、Ｃ社において同年４月 16日か

ら８年９月 30 日まで、それぞれ同保険の被保険者であったことが確認でき、

これらは、いずれも厚生年金保険の被保険者記録と合致している。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3270 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 28年 11月１日から 29年４月３日まで 

昭和 28年 10月にＡ社を退職後、同年 11月１日からＢ社Ｃ支社にＤ部Ｅ

職として入社し、同社がＡ社と合併した後の 35 年９月まで継続して勤務し

ていたが、申立期間の厚生年金保険加入記録が削除されている。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が昭和 29 年２月２日交付のＥ職身分証明書（Ｂ社勤務）を保管して

いること、及び申立人が同期入社であったと供述する同僚が、「申立人は、昭

和 28年 11月からＢ社Ｃ支社にＥ職として勤務していた。」と供述しているこ

とから判断すると、申立人が申立期間においてＢ社Ｃ支社に勤務していたこと

は認められる。 

しかしながら、事業所名簿によると、Ｂ社を継承したＡ社は平成 10 年９月

２日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、当時の事業主も所在

が不明であることから、申立人に係る厚生年金保険の適用状況について確認す

ることはできなかった。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたと供述する同僚 12 人のう

ち、同期入社であったとする者３人については、当該事業所の健康保険厚生年

金保険事業所別被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）によると、こ

のうち申立人がその後Ａ社のＦ職となったと供述する者は、昭和 29 年３月４

日に当該事業所で厚生年金保険の被保険者資格を取得したことが確認できる

ほか、Ｇ担当のＥ職であったと供述する者は、申立人と同日の同年４月３日に

同保険の被保険者資格を取得した後、同年４月 30 日に同資格を喪失したこと



が確認でき、いずれも、申立期間の大半又は全てについて同保険の被保険者で

あった形跡が無い上、申立人がＨ部Ｅ職で入社約２か月後に退社したと供述す

る者は当該事業所で同保険の被保険者であった形跡が無く、当該３人のうち生

存及び所在が確認できる者一人に照会したところ、「私も同業他社を退社して

Ｂ社に入社したが、入社後３か月から６か月ほどの試用期間があった。」と供

述している一方で、同人から同保険の被保険者資格を取得する前の期間におい

て厚生年金保険料が給与から控除されていたことをうかがわせる供述は得ら

れなかった。 

一方、当該同僚 12 人のうち他の８人については、いずれも既に死亡あるい

は生存及び所在が不明であるか又は個人を特定することができず、申立人がＩ

管理職であったと供述する別の一人に照会したものの、「当時のことを思い出

すことができない。」と供述しており、これらの者から当該事業所における厚

生年金保険の適用状況について確認することはできなかった。 

さらに、当該事業所の被保険者名簿により、申立期間において当該事業所で

厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認できる

者７人に照会したところ、回答が得られた６人のうち５人は、いずれも「入社

後おおむね３か月から６か月の試用期間があった。」と供述しているとともに、

このうち当該事業所における具体的な勤務期間に係る供述が得られた３人に

ついては、自身が記憶する入社時期から、それぞれ２か月後、４か月後、８か

月後に同保険の被保険者資格を取得したことが確認できる上、これらの者から

も、同保険の被保険者資格を取得する前の期間において厚生年金保険料が給与

から控除されていたことをうかがわせる供述は得られなかった。 

加えて、申立人は、「申立期間の厚生年金保険加入記録が削除された。」と主

張するが、当該事業所の被保険者名簿は、その様式において使用される字体が

旧字体であることから申立期間当時作成されたものであると認められるとこ

ろ、同名簿において申立人の厚生年金保険被保険者資格取得日及び同資格喪失

日は、それぞれ昭和 29年４月３日、33年１月１日と記載されていることが確

認できる上、記載の訂正又は削除が行われた形跡も無く、ほかに申立期間の厚

生年金保険加入記録が削除されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3271 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月１日から 54年６月１日まで 

申立期間はＡ社に社会保険事務担当者として勤務し、算定基礎届等も私が

提出していた。年金記録では、申立期間の標準報酬月額が上下しているが、

支給されていた給与額は覚えていないものの、事務職で月給制であったため、

給与額が上下することはなかったはずである。 

当時のことは何も記憶していないが、市役所や税務署を調査して、申立期

間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社は平成 11年 12月 21日に厚生年金保険の適

用事業所ではなくなっており、当時の代表取締役も既に死亡していることから、

同社の清算人であった者に照会したところ、「当時の資料を全く引き継いでい

ないため、申立人の標準報酬月額に係る届出の状況及び厚生年金保険料の給与

からの控除の状況は不明である。」と回答しており、申立人が健康保険厚生年

金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」という。）に記録された標準報酬

月額に見合う額を上回る報酬月額の支払いを受け、当該標準報酬月額に見合う

額を上回る厚生年金保険料を給与から源泉控除されていたことを裏付ける資

料や供述は得られなかった。 

また、申立人は当該事業所で一緒に勤務していた同僚の氏名を記憶していな

いことから、これらの者から申立人の報酬月額及び厚生年金保険料の源泉控除

額について確認することはできない。 

さらに、当該事業所に係る被保険者原票により、申立期間において当該事業

所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認で

きた者 10 人に照会したものの、回答が得られた６人から、申立人の報酬月額



及び厚生年金保険料の源泉控除額に係る供述は得られない上、このうち当時の

報酬月額について供述が得られた３人は、いずれも「給与明細書を保管してい

ないが、記憶している当時の給与額と年金記録における標準報酬月額は、おお

むね合致している。」と供述しており、これらの者から、当時、年金記録にお

ける標準報酬月額が支払いを受けた報酬月額を下回っていたことをうかがわ

せる供述は得られなかった。 

加えて、当該事業所に係る被保険者原票によると、当該６人のうち申立人と

同様に代表取締役の親族であったとの供述が得られた申立人より 16 歳年上の

者については、申立人の標準報酬月額が８万円から７万 2,000円に引き下げら

れた昭和 49年 10月１日当時の標準報酬月額が９万 2,000円であることが確認

できるほか、当該６人のうち申立人の妹であるとの供述が得られた者について

は、申立人の標準報酬月額が 11 万円から９万 8,000 円に引き下げられた 52

年 10 月１日の定時決定における標準報酬月額が８万円であることが確認でき

る上、当該６人のほか、代表取締役の被保険者原票により、申立人の兄である

ことが判明した者についても、同日に定時決定された標準報酬月額が 11 万

8,000円であることが確認できることを踏まえると、これら親族の標準報酬月

額と比較して、両時点における申立人の標準報酬月額は特に低額であるとは言

い難い。 

一方、申立人は、「当時の社会保険事務は自身が担当していた。」と主張する

が、当該事業所に係る被保険者原票において、申立人が昭和 46 年４月１日に

当該事業所で厚生年金保険の被保険者資格を取得してから、54 年６月１日に

同資格を喪失するまで、標準報酬月額の記録が訂正された形跡は無く、ほかに

申立人が、自身の申立期間に係る報酬月額を、被保険者原票で確認できる標準

報酬月額よりも高額として届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを正しく記録しなかったことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その上、申立人は、「市役所や税務署を調査して、申立期間の標準報酬月額

を正しい記録に訂正してほしい。」と主張するが、給与支給額及び社会保険料

控除額が記載された確定申告書等が国税通則法（昭和 37年法律第 66号）又は

地方税法（昭和 25年法律第 126号）に基づいて保管されるのは、法定申告期

限等から７年間であることから、税務署又は市役所において申立期間の当該資

料は既に廃棄済みであるため、これらを確認することはできない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の給与か

らの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3272  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年４月から 32年１月まで 

    申立期間は、Ａ社でＢ職として勤務した。 

    当該事業所における厚生年金保険の加入状況について確認したところ、申

立期間の加入記録が無かった。 

    年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の同僚に関する供述及び複数の同僚の供述から判断すると、入社日及

び退社日の特定はできないものの、申立人が申立期間中においてＡ社で勤務し

ていたことは推認できる。 

 しかしながら、当該事業所は、健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被

保険者名簿」という。）によると、昭和 28 年８月１日に厚生年金保険の適用

事業所でなくなっており、申立期間のうち同日から 32 年１月までの期間は厚

生年金保険の適用事業所に該当していない上、商業法人登記簿謄本によると、

49年 10月１日に解散しているほか、当時の事業主は既に死亡していることか

ら、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について

確認できない。 

 また、申立人は同僚６人（事業主を含む。）の名前を挙げているが、当該事

業所に係る被保険者名簿によると、このうち申立人と中学校の同級生で同期入

社であったとする同僚一人を含む３人について、厚生年金保険被保険者として

の記録が確認できない。 

 さらに、当該事業所に係る被保険者名簿において、申立期間当時、厚生年金

保険被保険者としての記録が確認できる同僚３人に照会したところ、全員から

回答を得られたが、いずれの同僚からも申立人の申立期間における厚生年金保



険料の控除をうかがわせる供述を得ることができなかった。 

 加えて、当該事業所に係る被保険者名簿を確認したが、申立期間において、

申立人の厚生年金保険の加入記録は確認できず、一方、同名簿において健康保

険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難

い。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3273 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 25年生 

        住    所  ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年９月１日から 48年２月１日まで 

    昭和 44 年３月 11 日からＡ社に勤務していたが、46 年９月１日に同社は

Ｂ社に吸収合併された。Ａ社の社員全員がＢ社の社員として継続して勤務し

ており、給与から厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、厚生年

金保険の加入記録が無い。申立期間について、厚生年金保険の被保険者であ

ったことを認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

  Ａ社の複数の同僚の供述及び申立人の申立期間のうち一部期間について確

認できる雇用保険の加入記録から判断すると、申立人は、申立期間において、

Ｂ社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、商業登記簿謄本によると、昭和 54年３月 31日に解

散しており、申立期間当時の事業主は二人確認できるところ、一人は所在が確

認できず、もう一人の事業主は、「合併に当たって引き受ける従業員を意図的

に厚生年金保険に加入させないということは、普通考えられないことであるが、

申立期間当時の人事・給与関係の事務は担当者に任せていたので、厚生年金保

険の適用について詳しい事情は分からない。」と回答している上、当該事務担

当者は既に死亡していることから、申立人の申立期間における厚生年金保険の

適用状況について確認することができない。 

また、申立人が名前を挙げた同僚３人及びＡ社で申立人と同日の昭和 46 年

９月１日に厚生年金保険被保険者資格を喪失していることが確認できる 11 人

の計 14人に照会したところ、12人から回答を得られたが、10人は「申立人と

一緒に、Ａ社からＢ社に移った。」と供述しているものの、そのうちの二人は、

「Ａ社からＢ社に移った者については、同社では厚生年金保険に加入させてく



れなかった。」と供述している。 

さらに、Ａ社の複数の同僚の供述により同社同支店からＢ社に移籍した者は、

申立人を含めて 13 人確認できたが、同社に係るオンライン記録によると、申

立人を含む 11 人は同社での厚生年金保険の被保険者記録が確認できず、残り

の二人については、一人は昭和 47年 11月 25日に同社で厚生年金保険の被保

険者資格を取得し、他の一人は 49年３月 11日に同社の関連事業所であるＣ社

で同資格を取得していることが確認できることから、Ｂ社ではＡ社から移籍し

てきた者に対し、移籍時点において厚生年金保険の加入手続を行わなかったも

のと考えられる。 

加えて、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生

年金保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶がない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 3274 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和３年生 

        住    所  ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年６月１日から 23年４月１日まで 

 申立期間はＡ省Ｂ局に勤務していたが、厚生年金保険に未加入になってい

る。同局では正社員として勤務していたので、申立期間について厚生年金保

険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ省Ｂ局への入局に至った経緯等に関する詳細な供述から判断す

ると、申立人は、申立期間において、時期は特定できないものの、同局に勤務

していたことが推認できる。 

しかしながら、当該事業所は、オンライン記録及び事業所名簿において、厚

生年金保険の適用事業所としての記録が確認できない。 

また、申立人が、名前を挙げた複数の同僚は、姓名、生年月日が明確でなく、

それらの者を特定できないことから、申立人の申立期間における勤務実態及び

厚生年金保険の適用状況について確認できない。 

さらに、申立人は「Ａ省Ｂ局の正社員であった。」と供述しているところ、

Ｃ省から提出された職員の適用年金制度に関する資料により、Ａ省の職員は、

昭和 23 年６月までは、Ａ省共済組合令に基づく共済組合に加入していたもの

と推認でき、申立人が、申立期間において厚生年金保険の被保険者であったと

は考え難い。 

加えて、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も同保

険料が控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 



北海道厚生年金 事案 3275 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和３年生 

        住    所  ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年３月 15日から同年４月５日まで 

 オンライン記録では、Ａ社Ｂ事業所において昭和 21 年４月５日から厚生

年金保険に加入となっているが、当時同社に勤務していた兄に依頼して入社

し、Ｃ学校を卒業する前の同年３月 15 日から勤務していたので、申立期間

の厚生年金保険の加入記録が無いことは納得できない。      

申立期間について、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社Ｂ事業所に勤務するに至った詳細な供述から判断すると、申立

人は、申立期間において、時期は特定できないものの、同社に勤務していたこ

とが推認できる。 

しかしながら、当該事業所は、昭和 37年 12 月 18日に厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなっており、申立期間当時の事業主も既に死亡しているこ

とから、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険の適用状況につ

いて確認できない。 

また、申立人は、申立期間当時に一緒に勤務していた同僚の名前を記憶して

いないことから、申立期間に当該事業所で厚生年金保険の被保険者記録が確認

でき生存及び所在が確認できた６人に照会したところ、全員から回答を得られ

たものの、全員が、「申立人についての記憶がない。」と供述していることか

ら、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について

確認できない。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、

申立期間において申立人の名前は無く、整理番号に欠番も無い。 

加えて、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与か



ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も同保

険料が控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 



北海道厚生年金 事案 3276 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 4年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年 12月１日から 49年１月１日まで 

昭和 48年 12月１日からＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務していたが、厚生年

金保険の加入日が 49 年１月１日になっているのは納得できない。申立期間

について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社の「任用辞令（写し）」及びＢ社から提出された

申立人の「職員採用経過及び社会保険記号番号記載綴（写し）」により、申立

人は昭和 48年 12月１日に同社に採用され平成元年３月 31日まで継続して勤

務していたことが認められる。 

しかしながら、Ｂ社から提出された「健康保険、厚生年金保険の新規加入に

ついて（写し）」により、当該事業所の厚生年金保険の加入は昭和 49年１月１

日であることが確認でき、これはオンライン記録と合致しており、申立期間は

厚生年金保険の適用事業所でなかったことが確認できる。 

また、Ｂ社は、｢申立人は、おそらく、昭和 49年２月の給与から同年１月分

の厚生年金保険料が初めて控除されたと思われるが、立証する資料が残ってい

ない。｣と回答しており、申立人の申立期間における厚生年金保険の適用状況

及び厚生年金保険料の控除の状況について確認できない。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同じ昭和 49 年１月１日付けで

当該事業所において厚生年金保険被保険者資格を取得した者が二人確認でき

るものの、いずれも生存及び所在が確認できないことから、申立人の申立期間

に係る厚生年金保険の適用等について供述を得ることができない。 

加えて、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、同保険料が



給与から控除されていたことに関する具体的な記憶はない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 


